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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成15年12月平成16年12月平成17年12月平成18年12月平成19年12月

売上高 （千円） ─ 700,152990,1281,240,2061,136,901

経常利益又は経常損失（△） （千円） ─ 118,39811,058△36,763△470,282

当期純利益又は当期純損失（△） （千円） ─ 97,20610,043△375,265△1,161,867

純資産額 （千円） ─ 304,932956,7261,239,601467,805

総資産額 （千円） ─ 637,3921,852,3242,099,4931,172,678

１株当たり純資産額 （ 円 ） ─ 28,498.3957,983.4426,399.217,605.32

１株当たり当期純利益金額又は１株当
たり当期純損失金額（△）

（ 円 ） ─ 10,220.39853.14△9,583.36△22,180.67

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

（ 円 ） ─ ─ 744.31 ─ ─

自己資本比率 （ ％ ） ─ 47.8 51.6 57.6 38.8

自己資本利益率 （ ％ ） ─ 31.8 1.6 ─ ─

株価収益率 （ 倍 ） ─ ─ 283.6 ─ ─

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） ─ 235,75418,314△130,046△372,512

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） ─ △333,972△275,225△1,018,459△153,191

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） ─ 155,1591,096,803584,252224,296

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） ─ 64,580904,472340,21938,811

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

（ 人 ）
─

（─)
31

（　25)
56

（31)
81
(11)

26
(4)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。
２　第７期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。
３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第７期は新株予約権残高がありますが、当社株式は非
上場であったため、記載しておりません。第９期及び第10期は１株当たり当期純損失であるため、記載してお
りません。

４　自己資本利益率について、第９期及び第10期には当期純損失が計上されているため記載しておりません。
５　第７期の株価収益率については当社株式が非上場であったため、記載しておりません。第９期及び第10期の株
価収益率については、当期純損失を計上したため、記載しておりません。

６　第9期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企
業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準
委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

７　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、１年間の平均人員を(　)外数で記載しております。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成15年12月平成16年12月平成17年12月平成18年12月 平成19年12月

売上高 （千円） 77,400433,620827,690737,930462,839

経常利益又は経常損失（△） （千円） △33,18996,00128,233△17,779△286,479

当期純利益又は当期純損失（△） （千円） △59,84084,88113,383△313,568△1,203,656

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） ─ ─ ─ ─ ─

資本金 （千円） 65,000159,750410,500568,480768,480

発行済株式総数 （ 株 ） 7,000 10,70016,50046,956 58,219

純資産額 （千円） 6,608292,607947,7411,261,000457,341

総資産額 （千円） 149,855546,6191,534,3321,913,8021,056,997

１株当たり純資産額 （ 円 ） 944.0427,346.5357,438.8526,854.947,855.53

１株当たり配当額
（うち１株当たり中間配当額）

（ 円 ）
─

（─）
─

（─）
─

（─）
─

（─）
─

（─）

１株当たり当期純利益金額又は１株当た
り当期純損失金額（△）

（ 円 ） △8,548.618,924.541,136.77△8,007.77△22,978.88

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金
額

（ 円 ） ─ ─ 989.64 ─ ─

自己資本比率 （ ％ ） 4.4 53.5 61.8 65.9 43.3

自己資本利益率 （ ％ ） ─ 29.0 2.2 ─ ─

株価収益率 （ 倍 ） ─ ─ 212.9 ─ ─

配当性向 （ ％ ） ─ ─ ─ ─ ─

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △31,972 ─ ─ ─ ─

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △3,617 ─ ─ ─ ─

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 39,242 ─ ─ ─ ─

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 7,638 ─ ─ ─ ─

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

（ 人 ）
3
(0)

3
(0)

9
(0)

21
(0)

16
(0)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。
２　第６期までは関連会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。
第７期、第８期、第９期及び第10期は連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用した場合の投資利益を
記載しておりません。

３　第６期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成14年９月25日　企業会計
基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成14年
９月25日　企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。

４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について、第６期については、１株当たり当期純損失が計上され、
また潜在株式が存在しないため記載しておりません。第７期については新株予約権残高がありますが、当社
株式は非上場であったため、記載しておりません。第９期及び第10期は、１株当たり当期純損失のため、記載
しておりません。

５　自己資本利益率について、第６期、第９期及び第10期には当期純損失が計上されているため記載しておりませ
ん。

６　第７期までの株価収益率については、当社株式は非上場であったため、記載しておりません。第９期及び第10
期の株価収益率については、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

７　１株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施しておりませんので記載しておりません。
８　第９期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月9日　企
業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準
委員会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第8号)を適用しております。

９　キャッシュフロー経営指標については、第７期、第８期、第９期及び第10期は連結キャッシュフロー計算書を
作成しているため、記載をしておりません。

10　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、１年間の平均人員を(　)外数で記載しております。
11　第６期は決算期の変更により平成15年６月１日から平成15年12月31日までの７ヶ月間となっております。
12　第６期、第７期、第８期、第９期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、東陽監査法人
の、また、第10期は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、アスカ監査法人の監査を受けており
ます。
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２【沿革】

株式会社データプレイスの企業集団に係る経緯は、次の通りであります。

年月 概要

平成10年 6月 データベースの付加価値販売を主たる業務とする株式会社データプレイスを東京都港区に設立。

平成10年10月 株式会社東京商工リサーチ（ＴＳＲ）90万社企業情報のインターネット検索サービスを開始。

平成11年11月

 

エム・エイチ・エスアンドカンパニー有限会社のＭ＆Ａ専門データベース「コーポレイト・トレン
ズ」の提供を開始。

平成15年 2月

 

アラーム管理ソフト（開発元　オックス情報株式会社）を使った倒産確率分析をインターネット上で

提供開始。

平成15年10月 取引先総合与信一覧表作成サービス提供開始。

平成16年２月 株式会社マイトベーシックサービス及び株式会社アイ・トラストを子会社化。

平成16年２月

 

ＰＤＦからＸＭＬへの変換ソフトウェアである、ＰＤＦ２ＸＭＬ（開発元　米国XML Cities,Inc.) の日本における総
販売代理権を取得。

平成16年７月 与信情報の変化を知らせる、「お知らせサービス」の提供開始。

平成16年12月 集中決済の調査会社株式会社アイ・トラストを吸収合併。

平成17年８月 企業情報サービスの専門サイト「知っトク.JP」を開始。

平成17年11月 名古屋証券取引所セントレックス市場に上場。

平成17年12月 株式会社エムタックを連結子会社化。

平成18年６月 株式会社販路開発を連結子会社として設立。

平成18年８月 クロス・エー株式会社を連結子会社化。

平成18年８月 グリーンネットワーク株式会社を連結子会社として設立。

平成18年10月 株式会社セールス・サポート・サービシーズを連結子会社化。

平成18年10月 株式会社エアフォルクを連結子会社化。

平成18年12月 株式会社日本ヘンプを連結子会社として設立。

平成19年１月 上海琥鋭信息技術有限公司(上海クロス・エー)を連結子会社として設立。

平成19年６月 株式会社販路開発を売却、グリーンネットワーク株式会社を持分法適用に変更のため連結除外。

平成19年９月
株式会社マイトベーシックサービス及び株式会社エムタックを売却、株式会社セールス・サポート・
サービシーズは清算開始のため、連結除外。

平成19年12月 株式会社日本ヘンプ及び上海琥鋭信息技術有限公司(上海クロス・エー)を売却のため連結除外。
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３【事業の内容】
当社の企業集団は、当社及、連結子会社２社及び関連会社１社で構成され、企業情報事業、ＸＭＬ事業、コンシューマー

事業、システム事業を主な事業としております。当社グループの事業のセグメントと事業内容の関連は以下のとおりで
あります。

事業区分 主な事業内容 当社および関係会社

企業情報事業 ■ 企業の与信情報等（企業情報、倒産確率分析、与信

 　リスク分析表、兆し情報等）を主にインターネット

   を通じて提供

■ 中国新華社提供のニュースを中心とした中国情報提供ウェ

ブサイト「知っトク.中国（チャイナ）」の企画・運営

当社

ＸＭＬ事業 ■ 内部統制に対応したXML文書管理システム

■ 電子カルテなどの医療情報システム 

当社

コンシューマー事業 ■ インターネットや携帯電話を利用した、より効率的

   な情報収集と活用を企画・運営する事業

■　バイオディーゼル燃料（※１）精製プラントの販売

グリーンネットワーク(株)

 

当社

システム事業 ■ データの変換・処理・蓄積受託業務

■ 特定顧客向けシステムの開発及びメンテナンス

■ アフィリエイト（成果報酬型広告）の企画・運営

当社

(株)エアフォルク

クロス・エー(株)

（※１）バイオディーゼル燃料：(Bio-Diesel-Fuel:BDF)動植物油(ラード、菜種油、ひまわり油、コーン油な
　　ど)から作られる軽油代用燃料です。ＣＯ2(二酸化炭素)の増減に影響を及ぼさない性質でバイオマスを利用

　　した地球に優しい次世代燃料です。欧米では、自家用ディーゼル車普及率が50％以上なので、国家プロジェ
　　クトとして開発・実用化されています。

　　 　当社グループは、当社及び連結子会社２社で構成されております。当社グループの事業のセグメントと事業内容の関
連は以下のとおりであります。なお、前連結会計年度において連結子会社でありましたグリーンネットワーク株式会
社は平成19年６月29日株式の持分比率低下により連結除外となりました。株式会社販路開発は平成19年７月25日付、
株式会社マイトベーシックサービスは同11月20日、株式会社エムタックは同11月28日、株式会社日本ヘンプは同12月
27日及び上海琥鋭信息技術有限公司(上海クロス・エー)は同12月27日で株式を売却したため、連結子会社でなくなっ
ています。 
　上海クロスエーは、中国におけるアフィリエイト広告市場の立上りが想定したスピードより遅く、当面純広告といわ
れる一般の広告が主流であると判断したため、当社の特徴が出せないと判断し、売却いたしました。 

　 (1) 企業の与信関連情報を主にインターネット経由で提供する事業（企業情報事業）
（主な関係会社　当社）

(2) 情報流通の標準様式であるＸＭＬへのデータ変換事業（ＸＭＬ事業）
（主な関係会社　当社）

(3) インターネットや携帯電話を利用したより効率的な情報収集と活用のスキームを提供する事業（コン
シューマー事業）
（主な関係会社　当社、グリーンネットワーク(株)）

(4) 各種システムの開発並びにデータ処理に関する事業（システム事業）
（主な関係会社　当社、クロス・エー株式会社、株式会社エアフォルク）

　　 上記の区分は、事業の種類別セグメント情報における事業区分と同一であり、それぞれの事業の内容は以下のとお
りであります。

　 (1) 企業情報事業

企業情報事業は、企業の与信情報や見込みユーザリストを主にインターネットを通じて提供する事業であり、サー
ビスメニューとしては以下のようなものがあります。
①　企業情報の提供

新商品のマーケティングなどに際して、株式会社東京商工リサーチの120万社の企業情報から業種、企業規模など
による絞込みを行い、必要な情報をメディアに保存して顧客宛送付する外、ポータルサイト「知っトク.JP」のオン
ライン照会も可能です。また、効率的な新規顧客開拓のために詳細な条件による絞込み検索代行も行っています。一
方、中国の企業情報や産業情報についても独自ルートにより、早くて正確なコンテンツを入手し、「知っトク.中国
（チャイナ）」から検索可能となっております。最近活性化している企業のＭ＆Ａに関する過去16年間の実績情報
をエム・エイチ・エスアンドカンパニーより供給を受けてサービスをしています。
②　与信リスク分析表（ポートフォリオ表）の作成

顧客の販売先や仕入先の信用リスクを分析し、顧客にとっての最適与信ポートフォリオを提案するサービスで
す。財務データが入手できない取引先に関しても、一定のルールにより類似会社の信用リスクに近似させるという
当社独自の計算モデルを開発しています。
③　兆し情報の提供

取引先の与信情報に変化があった際に、電子メール等の手段でその旨と変化の内容を通知するサービスです。市
販の財務会計・販売管理などのアプリケーションソフトに登録された顧客情報を使って、複数のデータベースから
の信用情報の変化発現を日次で自動的に配信する仕組みを構築しております。（特願　2004－147953）

　 以上のように、単なる情報参照ニーズからより高度な分析ニーズまで幅広く対応可能な総合的な与信管理サー
ビスや企業リストを提供しております。また、企業情報に関連して、財務データの国際標準フォーマットであるＸ
ＢＲＬへの対応も準備しています。これは、従来の企業情報は人が間に入っての解釈・再入力を前提としていまし
たが、ＸＭＬ時代の情報流通はアプリケーション間での自動連携が実現するという想定の下、これを実現するため
の技術開発とサービスを、当社ＸＭＬ事業と連携して提供します。 
　さらに、企業情報をより使いやすくするための新しいインターフェースを準備しています。 
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現在の情報検索は、当社のサービスを含めて検索サイトを訪問し、所定の認証、ログオン後、準備された入力用の窓
から企業名とかキーワードを入力しています。マイクロソフトExcel、Wordを使って文書を作成する過程で企業名
を記述する、メールで新規取引先についてのやり取りが発生する。こうした状況において使っているソフトから企
業検索を行うような仕組みです。順次提供していきます。

　 (2) ＸＭＬ事業

ＸＭＬ（eXtensible Markup Language）とは、データをネットワーク経由で送受信し、特定のプラットフォーム
に依存しない形でのデータ交換を行うためのメタ言語（言語を作る言語という意味）として、広く産業界からも注
目されています。ＸＭＬは、Ｗｅｂサイト上での情報交換、企業内外の情報システム間の柔軟な連携、企業内文書の
保管・検索・管理等の分野における共通の仕様になると考えられています。現在の主流であるHTML
（Hyper Text Markup Language）との比較では、人手を介することなくアプリケーション間でデータの交換が実現
できるようになることが最大の特徴です。ＸＭＬの具体的な利点としては、以下のようなものがあげられます。

①　テキストで表現できない数式やベクトル画像などの情報交換には、目的別の専用言語を作成することができます。
数式を表現するMath ML(Mathematical Markup Language)、ベクトル画像を表現するSVG(Scalable Vector Grap
hics) 、ビジネス情報を記述するXBRL(eXtensible Business Reporting Language)などがあります。

②　特定の文書作成ソフトで作成したファイルをその固有の様式で保存すると、作成したアプリケーションが何らか
の理由で使用できなくなった場合、復元は困難です。ＸＭＬで保存した文書であればどのようなアプリケーショ
ンでも復元が可能となります。

③　ＸＭＬは、特別な様式をもたない普通の文字列で記述されます。したがって、どんな基本システム・アプリケー
ションでも読むことができます。タグといわれるラベルに含まれるデータの内容などを記述する規則になってい
るため、これを見るだけで人手を介することなく自動的な処理が可能となります。

　 当社では、参照を目的とした電子文書の標準形式であるＰＤＦをＸＭＬに変換する市場開拓を狙い、米国ＸＭＬ
 Cities,Inc.が開発したＰＤＦからＸＭＬへの変換ソフトウェア（ＰＤＦ２ＸＭＬ－ＳＤＫ）の日本における総販
売代理権を三菱商事株式会社より取得し、ＸＭＬ事業を展開してきました。学術論文の自動変換について一定の成果
を作りましたが、期待レベルには達しませんでした。 
XMLが技術的な標準であることは明らかであり、マイクロソフトOFFICEからのXML変換へのシフトを行い、継続してXML
を当社の基幹技術として普及・拡販を図っていきます。

　 (3) コンシューマー事業

コンシューマー事業は、インターネットや携帯電話を利用したより効率的な情報収集と活用のスキームを提供する
事業であり、一般消費者を最終ユーザとして意識しております。具体的には、①携帯電話を使った出退勤管理システム
や消費者の個人特性の評価と行動ガイドの提供サービス、②教育機関との連携による学力診断及び履歴データベース
構築などがあります。 
いずれも特定顧客との連携によってサービスレベルの向上に努めています。

　 (4) システム事業

システム事業は、顧客システムの全部又は一部の開発及びメンテナンスを行う業務と、顧客データの変換・処理・
蓄積を行う業務に大別されます。具体的には、クライアントサーバーシステムやネットワーク関連システムの設計・
開発・運用・保守管理及びデータの入力に関する受託業務であります。データベースの流通事業にとって、データ処
理技術は必須の要件ですので、他の事業の推進上必要不可欠な事業となっております。 
子会社であったエムタック、マイトベーシック、上海琥鋭信息技術有限公司(上海クロス・エー)がこのセグメントに
属します。XML事業への集中を目的として株式の譲渡により連結対象から外れました。
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４【関係会社の状況】

名 称 所在地

資本金又は

出資金

(千円)

主要な事業

の内容

議決権の所有

(被所有)割合

(％)

関係内容

(連結子会社）

クロス・エー株式会社 東京都中央区 10,000システム事業 100.0・役員の兼任（2名）

(連結子会社）

株式会社エアフォルク 京都市中京区 32,000システム事業 65.6・役員の兼任（2名）

(持分法適用関連会社）

グリーンネットワーク株式会社 岐阜県大垣市 15,000コンシューマー事業 36.0

(注) 1 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。
２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。
３ クロス・エー株式会社については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に
占める割合が10％を超えております。
主要な損益情報等　①売上高　　　206百万円
　　　　　　　　　②経常利益　　△2百万円
　　　　　　　　　③当期純利益　△5百万円
　　　　　　　　　④純資産額　　　3百万円
　　　　　　　　　⑤総資産額　 　71百万円　

　　　５【従業員の状況】
(1) 連結会社の状況

（平成19年12月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

企業情報事業  　　4（─）

ＸＭＬ事業 1（─）

コンシューマー事業 2（─）

システム事業 13（ 4）　

全社（共通） 6（─）

合計 26（ 4）

　（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、１年間の平均人員を（　）外数で記載しております。
２　全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している
ものであります。

　 ３　前連結会計年度に比べ従業員数が56名減少していますが、これは連結子会社の減少によるものであります。

(2) 提出会社の状況

（平成19年12月31日現在）

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

16 41.6 3.2 4,436,479

　（注）１　従業員数は就業人員であります。
２　臨時雇用者には、嘱託契約等による従業員が含まれております。
３　従業員数減少の内訳は、間接部門費削減のため、管理部門を減員したことによるものであります。

　 (3) 労働組合の状況
当社及び当社の連結子会社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係については良好に推移しており
ます。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、堅調な企業業績を背景として設備投資が拡大し、雇用環境も改善されたも
のの、原油や穀物価格は高騰し、年金問題やアメリカにおけるサブプライム問題等の影響もあり個人消費の先行きは
予断を許さない状況であります。当社が属するＩＴ業界においては、産業界の設備投資の拡大に伴い役務提供の需要
が増加したため、表面的には活況に転じ人手不足が生じております。しかし、底流では、情報技術の高度化や、オフショ
ア等のアウトソーシングによる情報サービス市場のグローバル化、それによる受注単価の低価格化など、激しい変化
と競争の時代を迎えています。 
　当社グループは、平成19年3月28日開催の株主総会で選任された現経営陣のもと、子会社、資本業務提携先との連携に
よる事業拡大を追求してきました。 
①企業情報：不動産情報流通企業との連携による企業情報の適用領域拡大 
②XML　　:論文などPDFからXMLへの変換市場の確立 
③コンシューマ：中国の広告市場への参入。車に関する情報提供事業。 
しかし、それぞれの市場がまだ確立されておらず、それぞれの領域で、試行錯誤を余儀なくされました。 
　提携先、子会社の経営破たんなどもあり、損失が拡大することになりました。 
　下半期はこうした経営の失敗に対する大きな反省のもと、子会社の整理を進めるとともに、再生に向けて資産評価の
見直しを行い、ソフトウェアを中心に除却、減損を行いました。 
　これらの結果、当連結会計年度の売上高は1,136,901千円（前年同期比91.6％）と減少し、営業損失は453,486千円
（前年同期は営業損失28,923千円）、経常損失は470,282千円（前年同期は経常損失36,763千円）、当期純損失は
1,161,867千円（前年同期の損失は375,265千円）となりました。 
事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 
＜企業情報事業＞ 
　企業情報事業においては、住宅情報との情報提携を目指して、（株）UNITEDROOMSとの業務提携を推進しようとしま
したが、相手が事業停止し実現に至りませんでした。この損失により、当連結会計年度の売上高は146,367千円(前年同
期比29.1％)と減少し、営業損失は46,475千円（前年同期は139,556千円の営業利益）となりました。 
＜ＸＭＬ事業＞ 
　ＸＭＬ事業においては、予定した文書管理システムの開発が遅れ、販売活動を本格化できませんでした。このため当
連結会計年度の売上高は128,854千円(前年同期比63.5％)と減少し、営業利益は15,675千円（同20.5％）となりまし
た。 
＜コンシューマー事業＞ 
　コンシューマー事業においては、BDFの販売を開始し、当連結会計年度の売上高は133,718千円(前年同期比617.4％)
と増加し、営業利益は5,047千円（前年同期は7,080千円の営業損失）に回復しました。 
＜システム事業＞ 
　システム事業においては、子会社の売り上げが加わったことにより、当連結会計年度の売上高は727,961千円(前年同
期比141.9％)と増加したものの、営業利益は156,535千円（同68.6％）にとどまりました。収益力は低下する結果とな
りました。 
　上記の種類別セグメントの業績から全社費用等を差し引いた結果、連結業績は453,486千円の営業損失（前年は
28,923千円の営業損失）となりました。 

　 (2) キャッシュ・フローの状況

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、372,512千円の資金の減少となり、前年同期と比べ242,466千円の減少
となりました。これは税金等調整前当期純損失1,152,408千円が影響した金額であります。 
　「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、153,191千円の資金の減少となりましたが、前年同期と比べると865,268
千円の資金増加となりました。これは、無形固定資産の取得は規模を縮小して継続しましたが、前年子会社株式の取得
を行ったのに対し、今期は子会社の整理に転じ、子会社株式の売却による収入190,024千円などが計上されたためで
す。 
　「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、株式発行の収入が貢献し、224,296千円の増加となりましたが、前年同期
と比べ359,956千円減少しております。 
　この結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、38,811千円となり、前連結会計年度と比べて
301,408千円減少いたしました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループの提供するサービスの性格上、生産実績を測定することは困難でありますので、生産実績は記載して

おりません。
　 (2) 受注状況

当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
　 至　平成19年12月31日）

受注高
（千円）

前年同期比
(％)

受注残高
（千円）

前年同期比
(％)

企業情報事業 10,788 1.9 42,706 24.0

ＸＭＬ事業 169,74994.9 66,095262.3

コンシューマー事業 131,757163.8 84,800 97.7

システム事業 619,540101.3 34,230 24.0

（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　 ３　企業情報については特定顧客向けの受注・売上の取消しが発生したこと、サービス開始まで時間を要してい
るプロジェクトの受注取消しを実施したため、当期受注が 大幅減なっています。

　 ４　システム事業は受注高にはエムタック他、途中まで連結対象であった子会社の受注額を含んでいます。受注
残高には期末時点の子会社(２社)分のみ含んでおります。このため大幅減となっております。

　 (3) 販売実績

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成19年 1月 1日
　　至　平成19年12月31日）

金額（千円） 前年同期比(％)

企業情報事業 146,367 29.1

ＸＭＬ事業 128,854 63.5

コンシューマー事業 133,718 617.4

システム事業 727,961 141.9

合計（千円） 1,136,901 91.6

　（注）１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３【対処すべき課題】
　今期の大幅な損失という実績を踏まえ、当社が現在対処すべきと考える課題とその対応策は以下のとおりでありま
す。 
①　XML事業への集中：新規市場開拓を中心とした子会社の設立により、企業グループの発展をもくろみましたが失敗
しました。当社はXMLを基盤とする技術に裏付けられた情報サービスが中核の事業です。XML市場の開拓も決して順調
ではありませんが、マイクロソフトのofficeソフトのデータ様式もXMLに変わりました。XMLが標準であることは明ら
かです。従来の技術的側面からの告知活動を、利用者にとってどんなメリットがあるかという観点へと転換します。企
業情報は新しい活用方式によるサービスを準備します。内部統制に対応した文書管理システムも準備しています。こ
れらはXMLを利用することで従来にない機能と使い勝手を提供することが可能となっています。 
②　収益力の確保による企業価値の向上：XML集中して収益の改善を図りつつ、さらに企業価値を高めていくために新
しい企業グループを形成します。収益の確保を評価基準として当社の事業を発展させていける企業との積極的な連携
を図ります。 
③　経営体制の革新：当社は技術志向のベンチャー企業として、代表者の判断に依存するところが大きく、その判断が
的確でなかった場合、損失を被るリスクが大きな経営体制となっております。企業価値増大に向けて、新たな経営体制
と意思決定の仕組みを導入することが必須であります。 
次回株主総会において新たな組織運営体制についての提案を行い、速やかに実践していきます。 
④　買収防衛策について：当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につ
いては特に定めておりません。

　４【事業等のリスク】
有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可
能性のある事項には、以下のようなものがあります。 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成19年
12月31日現在）において当社グループが判断したものであります。

1) 業績変動のリスクについて
①　格付評価について 
　当社の提供する企業与信情報では、独自の基準により対象企業の「格付」を行っています。この結果を不服として対
象企業から訴訟を起こされる可能性があります。当社グループのサービス利用においては個別に利用契約を結び、情
報の利用範囲を制限しており、利用者や第三者からの訴訟が発生する可能性は少ないものと考えられますが、訴訟が
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発生し、係争が続く場合は当社グループの業績に影響を与える可能性があります。
②　中国情報について 
　当社は、外部の提携先からの情報提供に依存したコンテンツにより情報配信を行っておりますが、提携先との取引条
件を含め、提携先との関係が必ずしも現状どおりに保たれるという保証はありません。また、新華通信社の活字及び動
画ニュース配信には「日中翻訳」が必要であり、これらの誤訳によってトラブルが生じた場合、当社グループの事業
に損害賠償責任による影響が及ぶ可能性があります。
③　BDFプラント販売について
　当社の販売するBDFの精製プラントは、株式会社バイオエナジージャパンからの設計支援を受けて提供しておりま
す。精製過程で不純物を除去するための「水洗い」を必要としない「ドライプロセス」がその特徴です。このプラン
トは１０年にわたる実証実験を行い稼働実績の確認を行っておりますが、すべての環境下、すべての原料油脂での稼
働を保証するものではありません。実稼働後、ある期間を経過した時点で、プラント設計にかかわる不具合が発生する
可能性があります。この場合は、当社の業績に悪影響を与える可能性があります。 
④　システム開発案件について 
　当社のシステム事業では受託開発を主に行っており、想定を超える工数増加等が発生した場合、プロジェクト収支が
悪化し、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。また、開発したシステムに瑕疵が存在した場合、当
社グループの事業に損害賠償責任による影響が及ぶ可能性があります。
⑤　競合について 
　システム事業に関しては、開発業者が多数存在しており、業界への参入障壁も大きくはないため、新規参入が活発で
あります。企業情報事業及びコンシューマー事業に関しては、類似のサービスを提供する事業会社があります。これら
の参入者及び既存の事業会社等が当社グループと直接競合するようになると、当社グループの業績に悪影響を与える
可能性があります。
⑥　大型案件による業績の変動について 
　今後は事業の拡大に伴い影響は減少するものと考えていますが、当社グループの現状の事業規模においては、大型案
件の受注及び納期等の影響により、短期的に業績が大きく変動する可能性があります。

　 2) 特定の製品、技術への高い依存度について 
①　株式会社東京商工リサーチとの契約
　当社は、企業情報事業において、データベースプロデューサー（原データの製造者）である株式会社東京商工リサー
チとの間で販売代理店契約を締結しており、当該契約に基づいて、企業情報の提供を受け、かかる情報を当社顧客の要
望に応じて加工し、または、当社が提供するサービスの入力フォーマットに変換して利用しております。当社はメディ
ア及びオンラインでの企業情報の販売代理店契約を締結しておりますが、非独占契約であり、既に他の媒体、手段を通
じ企業情報の提供に係る代理店契約を締結している他社が、当社と同様のサービスを提供した場合、あるいは新規に
当社と同様の契約を締結する第三者が現れた場合には、競争が激化し当社グループの業績に悪影響を与える可能性が
あります。
②　株式会社新華通信ネットジャパンとの契約 
　当社は、企業情報事業において、中国国営新華通信社から配信される情報の日本語有料記事の独占的販売権を取得す
るため、新華社『日本語情報』の正規日本総代理社である株式会社新華通信ネットジャパンと総販売代理契約を締結
しております。これは、中国の経済的発展、及び北京オリンピックの開催から、今後ますます中国情報の必要性が高ま
るとの判断によるものであります。しかしながら、中国における経済的、社会的、及び政治的環境等の変化により、中国
当局の政策次第によっては情報ソースが押さえられない、または制限される惧れがあり、当社グループに多大な悪影
響を及ぼす可能性があります。 

　 3) 当社グループの事業推進体制について 
①　代表者への依存について 
　代表取締役社長である藤田幹夫は、当社設立以来の最高責任者であり、経営方針や経営戦略の策定をはじめ、アライ
アンスパートナーの構築、新規事業の推進など各方面において重要な役割を果たしてきております。このため、当社グ
ループでは過度に同氏に依存しない組織的な経営体制の構築に努めているところではありますが、何らかの理由に
よって同氏が業務を執行できない事態が発生した場合には、当社グループの業務に重大な影響を及ぼす可能性があり
ます。 
②　小規模組織であることについて 
　当社は平成19年12月31日現在、役員７名、従業員16名と小規模であり、内部管理体制もこのような規模に応じたもの
となっております。また、当社では、販売代理店政策をとっているため、営業活動は主に販売代理店開拓を少人数で
行っております。事業の拡大に伴い、内部管理体制の一層の充実、内部統制、営業体制の拡充を図る方針でありますが、
これらが不十分、不適切な組織的対応の場合には、当社の経営活動に支障が生じる可能性があります。 
③　人材の確保について 
　当社グループは今後も新しいサービスの提供に努める所存ですが、今後さらなる成長のためには、現在当社グループ
に在籍しております技術者を中心とするスタッフと同等かそれ以上のレベルの人材を採用あるいは育成により確保
していく必要があります。しかし、当社グループの求める人材の確保は必ずしも容易ではなく、目標どおりに確保でき
るという保証はありません。当社グループは、今後とも積極的に人材の確保に努めていく方針ではありますが、充分に
確保できない場合、あるいは現在在職している人材が退職した場合には事業運営に悪影響を及ぼす可能性がありま
す。 

4) 法的規制等について
　当社グループが営む事業に関する特有の法的規制は、現在のところ存在しておりませんが、企業情報事業では個人か
らインターネット上でのサービス申し込みを受け付けており、また、システム事業においては顧客のメールサーバー
管理を受託することがあります。いずれの場合も顧客の個人情報を扱うことになるため、「個人情報の保護に関する
法律」の制約を受けることとなります。当社グループといたしましては個人情報の管理については経営の最重要課題
の一つであるとの認識の下、充分なセキュリティ対策を講じておりますが、万が一顧客データの漏洩が発生した場合
には、損害賠償の請求を受けることも含めて当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。インターネッ
トに関連する規制は電気通信事業法がありますが、当社グループがインターネット関連事業を継続していく上で直接
制約を受けるものではありません。しかし、今後インターネットに関連する法規制が進む可能性はあり、その結果当社
グループの事業においても制約を受ける可能性があります。
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5)継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または事項
当社グループは、前連結会計年度に28百万円、当連結会計年度に453百万円の大幅な営業損失を計上すると同時に、営
業キャッシュ・フローにつきましても前連結会計年度に130百万円、当連結会計年度に372百万円と２期連続してマイ
ナスになっております。また、764百万円の特別損失を計上した結果、当期純損失が1,161百万円となっております。当
該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。当社グループは、このような状況を解消すべ
く、当連結会計年度において子会社の整理を迅速に実行し、不採算事業から撤退すると共に、経費削減による経営基盤
の強化を図りました。財務面では（重要な後発事象）に記載のとおり、第三者割当増資による財務基盤の安定化を図
りました。今後の経営方針として、収益力の強化により企業価値の向上を図ります。具体的には、ＸＭＬ事業への集中
と、収益性を重視した企業グループ再編であります。これら施策の結果、継続企業の前提に関する重要な疑義を解消で
きるものと判断しております。なお、連結計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような重大な疑義の
影響を反映いたしておりません。

　

５【経営上の重要な契約等】

販売権の取得

契約会社名 契約先・契約名 契約内容 契約日

株式会社データプレ

イス

株式会社東京商工リサーチ・

「データベースの提供に関する契

約書」

非独占的販売権の取得 平成10年８月１日より１年

（自動更新）

株式会社データプレ

イス

株式会社新華通信ネットジャパン

・総販売代理契約

総販売代理権の取得 平成18年４月１日より10年

（注）対価として一定料率のロイヤリティーを支払っております。

営業の譲受け

契約会社名 契約先・契約名 契約内容 契約日

株式会社データプレ

イス

株式会社メディカルネットバンク

「事業譲渡契約書」

電子カルテを含む医療機関
向け情報システム事業の譲
渡

平成19年12月21日

　 株式交換契約

平成20年２月26日開催の取締役会において、株式会社フォト・ウェーブ（本社：東京都品川区西五反田二丁目30
番４号、代表取締役社長：朝田篤、以下「フォト・ウェーブ」）を株式交換により完全子会社化とすることを決議し、
株式交換契約を締結いたしました。
　詳細は、「第５経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項　(重要な後発事象)」及び「第５経理の
状況　２　財務諸表等　(1)財務諸表　注記事項　(重要な後発事象)」に記載のとおりであります。
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６【研究開発活動】
当期につきましては、企業グループの再編が最大の課題でした。研究開発費として3,303千円の計上を行っておりま
す。研究開発活動として、以下の２件を中心として販売費の中で実施しています。
1） 企業情報の参照・検索を現在提供している検索画面から行う方式ではなくて、利用中のメール、ポータルサイ
ト、マイクロソフトofficeから直接参照できるシステム 。
2） 内部統制に対応して社内文書を蓄積、検索するシステム。 
これらはいずれもXMLを適用した研究開発となっております。

　

７【財政状態及び経営成績の分析】

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりであります。
　 (1) 財政状態の分析

当社が保有する資産の再評価をおこない減損損失169,196千円、ソフトウェア除却損127,752千円、貸倒引当金繰入
126,950千円など特別損失764,671千円を計上しました。この結果、当期純損失は1,161,867千円となりました。期初予
想の連結純利益であった1,000千円を大きく下まわりました。誠に遺憾ながら、ここにご報告いたします。 
 主要な原因は、事業連携を追求した不動産情報の（株）UNITEDROOMSSEARCH関連です。投資有価証券評価損50百万円、
たな卸資産評価損66百万円、貸倒引当金繰入33百万円、ソフトウェア除却損34百万円、その他特別損失17百万円が発生
しております。 
また、子会社でありましたセールスサポートサービシーズの関係で、関係会社清算損失40百万円が発生しています。そ
の他、ソフトウェアの除却は教育市場開拓のために開発したソフトウェアなど97百万円を当面の事業が見込めないこ
とから除却しました。減損損失は、ウエブコンテンツ制作管理システムなど、XMLを利用したアプリケーションとして
のサービスを予定したが、未だ実績が出ていないものを対象として169百万を計上しました。 
 その他特別損失としては、中国新華社の動画配信サービスの総販売ライセンスなどがあります。 
貸倒引当金繰入、投資有価証券評価損、たな卸資産評価損は、新たに経過時間などの定量的な要素を導入し、当社とし
ての評価基準を設定し損失として計上したものです。 
　なお、当社の中軸を為している情報サービスの強化には、今後とも努力傾注すると同時に、市場性を勘案した有効な
ソフトウェアの開発に努めてまいる所存です。 
　当社グループの当連結会計年度末における資産は、現金などの流動資産及び前述の固定資産の減少により、前連結会
計年度末比では926,815千円減少し、1,172,678千円となりました。負債につきましては、固定負債のうち社債が減少し
た結果、前連結会計年度末比で155,018千円減少し、704,873千円となっております。 
 純資産につきましては、前連結会計年度末比で771,795千円減少し、467,805千円となりました。この結果、当連結会計
年度末の自己資本比率は前年同期比で18.8ポイント減少し、38.8％となりました。

　 (2) 経営成績の分析

　当連結会計年度の売上高は1,136,901千円（前年同期比91.6％）と減少し、営業損失は453,486千円（前年同期は営
業損失28,923千円）、経常損失は470,282千円（前年同期は経常損失36,763千円）、当期純損失は1,161,867千円（前
年同期の損失は375,265千円）となりました。　
各部門別の状況は以下のとおりであります。　　　 
＜企業情報事業＞ 
　企業情報事業においては、住宅情報との情報提携を目指して、（株）UNITEDROOMSとの業務提携を推進しようとしま
したが、相手が事業停止し実現に至りませんでした。この損失により、当連結会計年度の売上高は146,367千円(前年
同期比29.1％)と減少し、営業損失は46,475千円（前年同期は139,556千円の営業利益）となりました。 
＜ＸＭＬ事業＞
　ＸＭＬ事業においては、予定した文書管理システムの開発が遅れ、販売活動を本格化できませんでした。このため当
連結会計年度の売上高は128,854千円(前年同期比63.5％)と減少し、営業利益は15,675千円（前年同期は20.5％）と
なりました。 
＜コンシューマー事業＞
　コンシューマー事業においては、BDFの販売を開始し、当連結会計年度の売上高は133,718千円(前年同期比617.4％)
と増加し、営業利益は5,047千円（前年同期は7,080千円の営業損失）に回復しました。 
＜システム事業＞ 
　システム事業においては、子会社の売り上げが加わったことにより、当連結会計年度の売上高は727,961千円(前年
同期比141.9％)と増加したものの、営業利益は156,535千円（前年同期比68.2％）にとどまりました。収益力は低下
する結果となりました。 
　上記の種類別セグメントの業績から全社費用等を差引いた結果、連結業績は453,486千円の営業損失（前年は
28,923千円の営業損失）となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】
　当社グループにおける設備投資は、主としてソフトウェアの開発及び販売代理権の取得によるもので、設備投資総額
は、339,743千円であります。当社グループでは新規市場開拓を目的として、自社利用ソフトウェアを先行して開発し
てきました。当期下半期にはこうして先行開発したソフトウェアが市場を開拓できていない現実、取得した販売権が
予定した期間で活用できていないという事実が判明しました。集中と再編のために資産についての再評価を行い、資
産の除去、減損を行いました。事業の種類別セグメントの状況は、次のとおりであります。

(1) 企業情報事業部門 
　当連結会計年度も設備投資としてソフトウェアの整備を進めています。XML技術を当社の情報配信サービスに適用
し、利用者が今使っている電子メール、officeソフトから直接当社のデータベースを参照するためのシステム、XBRL関
連システムの開発などです。これらにより、企業情報事業部門として総額27,200千円の投資を実施しました。一方重要
な設備の除却としては、不動産情報サービスを展開しようとしていた、UNITEDROOMSと提携し、不動産関連企業のデー
タベースを構築すべくその使用権を取得しましたが、UNITEDROOMSが事業半ばで活動を停止しました。これに伴って、
その使用権は除却しました。併せて、保有資産の再評価を行い、当面収益に寄与が見込めないソフトウエア、就職支援
システムなど145,180千円の除却を実施しました。
(2) ＸＭＬ事業部門 
　当連結会計年度の主な設備投資は、内部統制に対応した文書管理システムです。まだいわゆる3文書、業務定義書、業
務フロー、リスクコントロールマトリックスの作成とその支援ツールが中心の市場ですが、統制の適用時には何らか
の文書管理システムが必要となります。内部統制においては、文書を蓄積するだけでなく、所定の基準に従って事後的
な監査に対応できる機能が求められます。これを実現するのはＸＭＬの得意とする領域です。この開発に事業部門と
して総額2,303千円の投資と、社内利用を前提とした全社共通投資のうち14,503千円の投資を実施しました。重要な設
備の除却としては、PDF2XMLのライセンス7,000千円の除却を実施しました。
(3) コンシューマ事業部門 
　当連結会計年度の主な設備投資は、BDFプラントの総販売権取得、学力診断支援システムの開発費用等により、総額
127,668千円の投資を実施しました。なお、重要な設備の除却として、学習塾を対象とした学力診断システムなど
55,843千円の除去を行いました。
(4) システム事業部門 
　当連結会計年度の主な設備投資は、中国展開を中心として実施しました。バルチックグループの進出に対する広告の
総代理権取得などで総額128,937千円の投資を実施しました。しかし、残念ながら中国でのアフィリエイト事業は当面
見込めないと判断し、87,999千円の除却を行いました。
(5) 全社共通 
　当連結会計年度の主な設備投資は、クロス・エーのアフィリエイト管理システムの中国語化、事務所インフラ環境の
構築、内部統制準備として、総額53,613千円の投資を実施しました。なお、重要な設備の除却または売却はありません。
 

　２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社 平成19年12月31日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
(人)建物及び構築物

工具・器具
及び備品

ソフトウェア 長期前払費用 合計

本　　　　社
(東京都港区)

事務所 2,384 12,093240,750100,536355,763
16
(─)

　 (2) 国内子会社 平成19年12月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
(人)建物

工具器具
及び備品

ソフト
ウェア

長期前払
費用

合計

クロス・エー株式会社
本　　　　社

(東京都中央区)
事務所 ─ 2,0211,198 ─ 3,219

3
(─)

株式会社エアフォルク
本　　　　社

(京都市中京区)
事務所 70 41614,79972616,012

7
(4)

　（注）１　金額には消費税等は含まれておりません。
２　上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。

会社名 設備の内容 年間リース料 リース契約残高

株式会社データプレイス 工具・器具・備品 　10,377千円 23,585千円

ソフトウェア 90,497千円 124,925千円

３　従業員数の（　）書きは、臨時従業員数であります。
　３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。
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(2) 重要な設備の除却等
該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社　データプレイス(E05531)

有価証券報告書

15/88



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 211,000

計 211,000
　 ②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成19年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年３月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 58,219 62,903
名古屋証券取引所
(セントレックス)

(注)

計 58,219 62,903 ― ―

　（注）　１　発行済株式は、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。
２　事業年度末から提出日までの間に平成20年１月17日開催の取締役会決議に基づき平成20年２月１日を払込
日とし、朝田氏萩谷氏を引受先とする第三者割当増資による新株式(普通株式)3,334株を発行しておりま
す。

３　事業年度末から提出日までの間に平成20年２月26日開催の取締役会決議に基づき平成20年２月26日付で株
式会社フォト・ウェーブと株式交換契約を締結いたしました。このことにより新株式(普通株式)1,350株
を発行しております。

４　提出日現在の発行数には、平成20年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使（旧
商法第280条ノ19に規定する新株引受権の権利行使を含む。）により発行された株式数は、含まれておりま
せん。

　 (2) 【新株予約権等の状況】

①　新株予約権

（平成16年３月30日開催の定時株主総会決議）

区分
事業年度末現在

（平成19年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数  926個  926 個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数  1,852株  1,852株

新株予約権の行使時の払込金額 25,000円 25,000円

新株予約権の行使期間
平成18年６月１日から
平成21年３月30日まで

平成18年６月１日から
平成21年３月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　25,000円
資本組入額　12,500円

発行価格　　25,000円
資本組入額　12,500円

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。

新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注１） （注）１

　（注）　１　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、
かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい
て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設
分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により行使価額を調
整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。

　
 1

調整後行使価額＝調整前行使価額×――――――――
分割・併合の比率

　 また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使による場
合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。ただ
し、算式中「既発行株式数」には新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含まない。

　 既発行　新規発行（処分）株式数×1株当たり払込金額
株式数＋―――――――――――――――――――――
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調整後　　調整前　　　　　　　　　　新規発行（処分）前の時価
行使価額＝行使価額×―――――――――――――――――――――――――

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数
３　新株予約権の行使の条件

(i)　　 新株予約権の割当を受けた者が当社又は当社関係会社の取締役、監査役及び従業員の場合は、権利
行使時において退職していた場合においても当該新株予約権は消滅しない。

(ii)　　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。

(iii)　 新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとする。
(iv)　　その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当

契約」に定めるところによる。
　（平成16年３月30日開催の定時株主総会決議）

区分
事業年度末現在

（平成19年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数 　1,200個 1,200個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 2,400株 2,400株

新株予約権の行使時の払込金額 　25,000円 　25,000円

新株予約権の行使期間
平成16年６月１日から
平成21年３月30日まで

平成16年６月１日から
平成21年３月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　25,000円
資本組入額　12,500円

発行価格　　25,000円
資本組入額　12,500円

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。

新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）１ （注）１

　（注）　１　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、
かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい
て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設
分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により行使価額を調
整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　  1
調整後行使価額＝調整前行使価額×――――――――

分割・併合の比率
　 また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使による場

合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。ただ
し、算式中「既発行株式数」には新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含まない。

　 既発行　新規発行（処分）株式数×1株当たり払込金額
株式数＋―――――――――――――――――――――

調整後　　調整前　　　　　　　　　　新規発行（処分）前の時価
行使価額＝行使価額×―――――――――――――――――――――――――

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数
　 ３　新株予約権の行使の条件

(i)　　 新株予約権の割当を受けた者が当社又は当社関係会社の取締役、監査役及び従業員の場合は、権利
行使時において退職していた場合においても当該新株予約権は消滅しない。　

(ii)　　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。

(iii)　 新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとする。

(iv)　　その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当
契約」に定めるところによる。
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（平成17年８月26日開催の臨時株主総会決議）

区分
事業年度末現在

（平成19年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数 400個 400個　

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 800株 800株

新株予約権の行使時の払込金額 85,000円 85,000円

新株予約権の行使期間
平成19年９月10日から
平成24年３月７日まで

平成19年９月10日から
平成24年３月７日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　　85,000円
資本組入額　42,500円

発行価格　　85,000円
資本組入額　42,500円

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。

新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）１ （注）１

　（注）　１．なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。
ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数
について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新
設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．新株予約権１個当たりの払込金額は、1株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に新株予約権１
個の株式数を乗じた金額とする。　行使価額は、当社普通株式の株式上場（店頭登録を含む）に際して行う
公募増資等のために当社取締役会又は取締役会の授権を受けた代表取締役が決定し公表する当社普通株
式の一般募集における発行価格・売出しにおける売出価格と同額とする。なお、行使価格決定後当社が株
式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により行使価額を調整し、調
整により生じる1円未満の端数は切り上げる。

  1
調整後行使価額＝調整前行使価額×――――――――

分割・併合の比率
　 また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使による場

合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。ただ
し、算式中「既発行株式数」には新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含まない。

既発行　新規発行（処分）株式数×1株当たり払込金額
株式数＋―――――――――――――――――――――

調整後　　調整前　　　　　　　　　　新規発行（処分）前の時価
行使価額＝行使価額×―――――――――――――――――――――――――

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数
３．新株予約権の行使の条件
　　(ⅰ) 新株予約権の割当を受けた者が当社又は当社関係会社の取締役、監査役及び従業員の場合は、権利

　　行使時において退職していた場合においても当該新株予約権は消滅しない。

　　(ⅱ) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。

　　(ⅲ) 新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとする。

　　(ⅳ) その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当
　　契約」に定めるところによる。
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(平成18年３月28日開催の定時株主総会決議)

区分
事業年度末現在
(平成19年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年２月29日)

新株予約権の数 500個 500個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 1,000株 1,000株

新株予約権の行使時の払込金額 143,500円 143,500円

新株予約権の行使期間
平成20年４月30日から
平成25年４月26日まで

平成20年４月30日から
平成25年４月26日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　 143,500円
資本組入額　71,750円

発行価格　 143,500円
資本組入額　71,750円

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。

新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

（注）１ （注）１

(注) １　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、か
かる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行わ
れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割
もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により行使価額を調整
し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
　
また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使による場合を
除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。ただし、算式中
「既発行株式数」には新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含まない。

　

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行(処分)前の時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数
　
３　新株予約権の行使の条件

(ⅰ) 新株予約権の割当を受けた者が当社又は当社関係会社の取締役、監査役及び従業員の場合は、権利行使時
において退職していた場合においても当該新株予約権は消滅しない。

(ⅱ) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。

(ⅲ) 新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとする。

(ⅳ) その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」
に定めるところによる。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。
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(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数(株)

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増減
額（千円）

資本準備金残高
（千円）

平成15年１月31日
（注１）

1,000 7,000 35,000 65,000 ― ―

平成16年２月27日
（注２）

1,400 8,400 35,000 100,000 35,000 35,000

平成16年４月29日
（注３）

1,400 9,800 35,000 135,000 35,000 70,000

平成16年６月17日
（注４）

600 10,400 15,000 150,000 15,000 85,000

平成16年10月20日
（注５）

300 10,700 9,750 159,750 9,750 94,750

平成16年12月27日
（注６）

― 10,700 ― 159,750 11,618 106,368

平成17年９月９日
（注７）

2,000 12,700 65,000 224,750 65,000 171,368

平成17年11月16日
（注８）

3,000 15,700 165,750390,500306,000477,368

平成17年11月30日
　　　　　（注９）

800 16,500 20,000 410,500 20,000 497,368

平成18年２月１日
　　　　　(注10)

16,500 33,000 ― 410,500 ― 497,368

平成18年４月26日
　　　　　(注11)

1,000 34,000 16,250 426,750 16,250 513,618

平成18年５月10日
　　　　　(注12)

1,000 35,000 30,000 456,750 30,000 543,618

平成18年７月24日
　　　　　(注13)

5,000 40,000 100,000556,750100,000643,618

平成18年８月１日
　　　　　(注14)

6,200 46,200 ― 556,750310,868954,486

平成18年12月20日
　　　　　(注15)

608 46,808 9,880 566,630 9,880 964,366

平成18年12月25日
　　　　　(注16)

4 46,812 50 566,680 50 964,416

平成18年12月26日
　　　　　(注16)

40 46,852 500 567,180 500 964,916

平成18年12月27日
　　　　　(注16)

104 46,956 1,300 568,480 1,300 966,216

平成19年３月５日
　　　　　(注17)

6,000 52,956 150,000718,480150,0001,116,216

平成19年11月30日
　　　　　(注18)

5,263 58,219 50,000 768,480 49,9971,166,213

　（注）１　　有償第三者割当
割当先　オックス情報株式会社
発行価格　　　　　　　35,000円　　　資本組入額　　　　　　35,000円　　　　

　 ２　　有償第三者割当
割当先　オックス情報株式会社、安田企業投資２号投資事業有限責任組合、他９名
発行価格　　　　　　　50,000円　　　資本組入額　　　　　　25,000円

　 ３　　有償第三者割当

割当先　明治キャピタル７号投資事業組合、ＯＦＣＯ３号投資事業組合、藤田幹夫

発行価格　　　　　　　50,000円　　　資本組入額　　　　　　25,000円
　 ４　　有償第三者割当

割当先　オリックス７号投資事業有限責任組合、投資事業組合オリックス８号
発行価格　　　　　　　50,000円　　　資本組入額　　　　　　25,000円

　 ５　　有償第三者割当

割当先　株式会社ほたか、藤田幹夫
発行価格　　　　　　　65,000円　　　資本組入額　　　　　　32,500円

　 ６　　合併差益
合併先：株式会社アイ・トラスト

７　　新株予約権の行使
行使者　三菱商事株式会社
発行価格　　　　　　　65,000円　　　資本組入額　　　　　　32,500円

　 ８　　有償一般募集(ブックビルディング方式)
発行価格　　　　　　 170,000円　　　　引受価額　　　　　　 157,250円
発行価額　　　　　　 110,500円　　　　資本組入額　　　　　　55,250円

９　　新株予約権の行使
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行使者　株式会社インビリオン
発行価格　　　　　　　50,000円　　　資本組入額　　　　　　25,000円　

　 10　　株式分割
平成18年２月１日をもって１株を２株に分割し、発行済株式総数が16,500株から33,000株へ増加しておりま
す。

11　　新株予約権の行使
行使者　エイチ・エス証券株式会社、安田企業投資２号投資事業有限責任組合
発行価格　　　　　　　32,500円　　　資本組入額　　　　　　16,250円

　 12　　新株予約権の行使
行使者　オックスホールディングス株式会社
発行価格　　　　　　　60,000円　　　資本組入額　　　　　　30,000円

　 13　 有償第三者割当
割当先　株式会社アドバックス
発行価格　　　　　　　40,000円　　　資本組入額　　　　　　20,000円

　 14　 株式交換
　　クロス・エー株式会社を株式交換（1：31）により、完全子会社化いたしました。
　　本株式交換により、発行済株式総数が6,200株、資本準備金が310,868千円増加しておりま
    す。なお、資本金に変更はありません。

15　 新株予約権の行使
行使者　藤田　幹夫
発行価格　　　　　　　32,500円　　　資本組入額　　　　　　16,250円

　 16　 新株予約権の行使
行使者　当社役員及び元従業員、子会社従業員及び元従業員
発行価格　　　　　　　25,000円　　　資本組入額　　　　　　12,500円

17　 有償第三者割当
割当先　ローリングトラスト投資事業組合
発行価格　　　　　　　50,000円　　　資本組入額　　　　　　25,000円

18　 有償第三者割当(デット・エクイティ・スワップによる現物出資)
割当先　有限会社グローバルキャピタル
発行価格　　　　　　　19,000円　　　資本組入額　　　　　　9,500円

　　　 19　 期末日後提出日までの発行済株式総数及び資本準備金の増加は次の通りであります。

年月日
発行済株式総数
増減数(株)

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増減
額（千円）

資本準備金残高
（千円）

平成20年２月１日
（注１）

3,334 61,553 30,006 798,486 30,0061,196,219

平成20年３月21日
（注２）

1,350 62,903 ─ 798,486 21,6001,217,819

（注）　 １　個人２名に対する第三者割当によるものであります。

２　株式会社フォトウェーブを株式交換（1:5）により完全子会社化したことによります。

(5)【所有者別状況】

平成19年12月31日現在

区分

株式の状況
単元未満株

式の状況政府及び地方
公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の法
人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数（人) ─ 1 5 22 7 1 1,3741,410 ─

所有株式数（株） ─ 64 2,760 21,3228,864 2 25,20758,219 ─

所有株式数の割合（％） ─ 0.10 4.74 36.62 15.22 0.00 43.29100.00 ─
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(6)【大株主の状況】

平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

有限会社グローバルキャピタル 東京都中央区月島三丁目26番8-702 11,506 19.76

藤田　幹夫 東京都大田区 7,338 12.60

株式会社アドバックス 東京都中央区銀座七丁目13番10号 5,000 8.58

インベスター　グロース　キャピ
タル　ホールディング　ビー・
ヴィ

オランダ王国、アムステルダム 1077 エックス
・エックス  ストラウィンスカイラーン 1159 
ディータワー　11階
常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行
　　　　　　カストデイ業務部
東京都千代田区丸の内２丁目７番１号

4,621 7.93

松井証券株式会社（一般信用口） 東京都千代田区麹町1丁目４番地 2,242 3.85

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３番１号 2,000 3.43

グレートビガーホールディングス　
リミテッド

501A,Ocean Centre ,5CantonRord, 
Tsim ShaTsui. kowloon Hong Kong
常任代理人　大本総合法律事務所

2,000 3.43

ライゼンムーンリミテッド
501A,Ocean Centre ,5CantonRord, 
Tsim ShaTsui. kowloon Hong Kong 
常任代理人　大本総合法律事務所

2,000 3.43

山田　克礼 東京都中央区 1,654 2.84

エヌ・エス・アール株式会社 東京都中央区銀座７丁目13-10 1,420 2.43

計 ― 39,781 68.28

（注） 前事業年度末に主要株主であった株式会社アドバックスは、当事業年度では主要株主ではなくなりました。
　　　 (7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成19年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等） ─ ─ ─

完全議決権株式（その他） 普通株式  58,219 58,219 ─

単元未満株式 ─ ─ ─

発行済株式総数 58,219 ─ ─

総株主の議決権 ─ 58,219 ─

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権2,000個、す

べて失念株）が含まれております。

②【自己株式等】

平成19年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対する所

有株式数の割合（％)

－ － － － － －

計 － － － － －
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(8)【ストックオプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式のストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年改正旧商法第280条
ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成16年３月30日開催の定時株主総会及び平成17年８月
26日開催の臨時株主総会、並びに平成18年３月28日の定時株主総会において特別決議されたものであります。当該制
度の内容は以下のとおりであります。

　 決議年月日 平成16年３月30日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社及び当社子会社の取締役 ６名
当社及び当社子会社の従業員　20名

当社の代表取締役　　　１名

新株予約権の目的となる株式の種類
「(2)新株予約権等の状況」に記載して
おります。

「(2)新株予約権等の状況」に記載して
おります。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 同上 2,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上
「(2)新株予約権等の状況」に記載して
おります。

新株予約権の行使期間 同上 同上

新株予約権の行使の条件 同上 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 同上

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

「(2)新株予約権等の状況」に記載して
おります。

「(2)新株予約権等の状況」に記載して
おります。

　　
決議年月日 平成17年８月26日 平成18年３月28日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社の監査役　　　　　３名
当社の従業員　　　　　３名
当社子会社の従業員　　１名

当社の代表取締役　　　１名
当社の従業員　　　　　８名

新株予約権の目的となる株式の種類
「(2)新株予約権等の状況」に記載して
おります。

「(2)新株予約権等の状況」に記載して
おります。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 同上 640

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上
「(2)新株予約権等の状況」に記載して
おります。

新株予約権の行使期間 同上 同上

新株予約権の行使の条件 同上 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 同上

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

「(2)新株予約権等の状況」に記載して
おります。

「(2)新株予約権等の状況」に記載して
おります。
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２【自己株式の取得等の状況】

　　 【株式の種類等】

(1) 【株主総会決議による取得の状況】
　 区分 株式数(株) 価額の総額(円)

株主総会(平成18年３月28日)での決議状況
(取得期間平成18年３月28日～平成19年３月28日)

300 30,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存授権株式の総数及び価額の総額 300 30,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100 100

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100 100
　 (2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。
　 (3) 【株主総会決議又は取締役決議に基づかないものの内容】

　　　該当事項はありません。
　 (4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―　　

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 ― ― ― ―

　(注）第8期定時株主総会において自己株式取得の件につき、同株主総会終結のときから次期定時株主総会終結のとき

までに当社普通株式を株式総数300株、総額30,000,000円を限度として買い受けることを決議いたしましたが、第

9期では純損失を計上したため実施しておりません。
　３【配当政策】

当社は、財務体質の強化とＭ＆Ａによる事業拡大を図るため、創業以来配当を実施しておりません。さらなる事業展開
を目指すため、今後も内部留保に重点を置いてまいります。経営成績及び財政状態において急速な進展が見られた場合
には、利益還元策を講じたいと考えておりますが、当面は配当を行わない予定であります。配当の決定機関は、中間配当
は取締役会、期末配当は株主総会であります。
　なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当（取締役会決議による）を行うことができる旨を定款に定め
ております。
　

４【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

最高(円) ― ― 291,000
264,000
※114,000

57,800

最低(円) ― ― 168,000
190,000
※31,100

13,900

(注)１　最高・最低株価は名古屋証券取引所(セントレックス)におけるものであります。
２　当社株式は、平成17年11月17日から名古屋証券取引所(セントレックス)に上場されております。それ以前につい

ては該当事項はありません。
３　※印は、平成18年２月１日付で行われた株式分割による権利落後の株価であります。

　 (2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 39,000 42,500 23,100 25,700 20,590 21,500

最低(円) 30,800 21,010 13,900 14,410 16,500 17,000

(注)１ 最高・最低株価は名古屋証券取引所(セントレックス)におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役
社長

― 藤田　幹夫 昭和26年6月18日

昭和49年４月
 
平成２年２月
 
平成８年３月
平成８年10月

 
平成10年６月

株式会社日本ビジネスコンサルタント（現株式会
社日立情報システムズ）入社
株式会社エム・ケー・シー（現ソラン株式会社）
入社
株式会社ソフトウェアジャパン入社
同社代表取締役社長
株式会社ジャパンソリューション設立　
代表取締役社長
当社設立　代表取締役社長（現任）

(注)１ 7,338

取締役 ― 松田　純弘 昭和41年７月４日

昭和59年８月

平成５年４月

平成12年４月

平成13年４月

平成18年６月

平成19年３月

新生住宅グループ入社

株式会社スエクニ代理店責任者

株式会社ジェイアイエム取締役

株式会社チャンスイット取締役副社長

クロス・エー株式会社取締役（現任）

当社取締役（現任）

(注)１ 29　

取締役 ― 大島　浩道 昭和36年８月19日

昭和54年４月

昭和60年４月

平成10年10月

平成13年４月

平成15年７月

平成19年３月

株式会社平田組入社

株式会社興和通商入社

オーシャンエンタープライズ設立

株式会社サンテベール代表取締役（現任）

株式会社ニナファームジャポン代表取締役

（現任）

当社取締役（現任）

(注)１ ─　

取締役 ― 朝田　　篤 昭和41年９月16日

平成３年４月

平成８年８月

平成10年４月

平成12年４月

平成20年３月

いすず自動車株式会社入社

株式会社デジタルプリント入社

有限会社フォト・ウェーブ設立

株式会社フォト・ウェーブ代表取締役（現任）

当社取締役(現任)

(注)１ ─　

取締役 ─ 新井　嘉夫 昭和43年１月16日

平成３年４月

平成12年11月

平成19年３月

平成20年３月

日本道路株式会社入社

株式会社角川書店(現角川ホールディングス)入社

株式会社オンライフ入社

当社取締役(現任)

(注)

１
─

常勤監査役 ― 柏原　正紀 昭和26年７月５日

昭和52年４月

平成17年12月

平成20年３月

株式会社日立製作所入社

当社入社

当社常勤監査役（現任）

(注)

２
─

監査役 ― 西山　暢一 昭和９年９月７日

昭和31年３月 

昭和48年３月 

昭和56年３月 

昭和62年２月 

平成５年３月 

平成５年11月 

平成11年12月 

平成19年３月

警視庁入庁 

警視庁警部 

警視庁警視 

在上海日本国総領事館領事 

（滝川警察署・世田谷警察署署長） 

警視正 

株式会社新井組人事総務部長 

株式会社新井組退社 

当社監査役（現任）

(注)３ ─

監査役 ― 秋田　瑞枝 昭和21年７月４日

昭和46年４月

昭和54年４月

平成９年４月

平成20年３月

東京法律センター法律事務所入所

港総合法律事務所開設

ひのき総合法律事務所開設

当社監査役（現任）

(注)２ ─

計 7,367

（注）１　第10期定時株主総会終結の時より第11期定時株主総会終結の時まで 

　　　２　第10期定時株主総会終結の時より第14期定時株主総会終結の時まで

　　　３　第９期定時株主総会終結の時より第13期定時株主総会終結の時まで

　

６【コーポレート・ガバナンスの状況】
　
(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業を取り巻く利害関係者に対する説明責任を果たしつつ、企業価値の最大化を図ることが、コーポレート
・ガバナンスの目指すところであると位置付けております。具体的には、経営の効率性の向上、経営の健全性の維持及
びこれらを達成するための経営の透明性確保を最重要課題として、認識しております。 
　第11期からホールディングカンパニー制を導入し、事業収益と経営管理を分離し、責任体制の明確化を図ってまいり
ます。さらに、新たに常勤役員を増員し、これまで以上に経営の透明性と客観性を確保し、より一層迅速な意思決定を
行い、とにかく収益力の向上に尽力してまいります。

　 (2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①　会社の機関の内容

当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役１名、社外監査役２名の計３名（平成19年12月31日現在）で構成
しております。社外監査役には弁護士を選任し、その専門知識と幅広い経験を活かすことにより監査機能をより強
化するとともに、企業経営者に対する監視等の実効性の向上を図っております。常勤監査役と、弁護士監査役はそれ
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ぞれ4年を経過したこともあり、交代を予定しております。 
　取締役会は取締役４名で構成しており、開催頻度は最低月１回以上開催しております。取締役会では、法令で定め
られた事項や経営に関する重要事項について決定するとともに、業務執行状況の報告及び監督を行っております。 
　社外監査役の専従スタッフは配置しておりません。取締役会には監査役が出席し、取締役を監視する体制をとって
おり、監査役監査に必要な資料を適宜検討できる状況になっております。 
　取締役および監査役は、会社法第426条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する旨
を、定款で定めております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が規定する額を限度としております。な
お、当該責任限定が認められるのは、当該取締役（取締役であったものを含む）、監査役（監査役であった者を含
む）が責任の原因となった職務の遂行について、善意かつ重大な過失がないときに限られます。

　 ②　内部統制システムの整備の状況

当社は定款や社内規程等に違反することのないよう担当各部門において牽制体制を構築しておりますが、加えて
更なる内部統制の充実を図るため、経営監査室（１名）による内部監査を実施しております。当社の内部監査は、そ
の目的を主として社内不正の防止に置いております。一方で監査役及び監査法人による監査は法定の監査であり、
個々の目的は異なりますが、より効率的な監査を実施するためには三者の情報交換が重要であると考えておりま
す。当社は小規模組織であるため、取締役会において重要な意思決定や業務執行に関する報告がなされることを基
本としており、各種の委員会や検討会は設置しておりませんが、適宜の会議を開催することによって充分な意思の
疎通が図られているものと考えております。法定会計監査はアスカ監査法人に依頼しております。 

③　企業情報開示の状況

当社は投資家へ適時に情報を開示するよう努めており、経営の透明性とアカウンタビリティーを積極的に果たし
てまいります。また投資家へのＩＲ活動も充実させ、資本市場との信頼関係の構築に注力してまいります。

④　会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

社外監査役２名はともに当社及びグループ企業での勤務経験はなく、また当社との資本的関係および取引はあり
ません。

⑤　会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近一年間における実施状況

投資家の皆様へ向けた積極的な情報開示として、年２回の事業説明会を開催しました。また、社外監査役のうち１
名は弁護士であることから、取締役会の前後に監査役会議を開催し、一般的な監査と合わせて法律的な観点から、活
動内容の検証を行っております。

⑥　関連当事者（親会社等）との関係に関する方針

当社は親会社を有していないため、該当事項はありません。
　 (3) 会計監査の状況

当社は、アスカ監査法人と監査契約を締結しております。なお、当期より東陽監査法人からアスカ監査法人へ会計監
査人を変更しております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、利害関係
はありません。
当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については次のとおりです。

　　　・業務を執行した公認会計士の氏名　　　田中　大丸、法木　右近
　　　・会計監査業務に係る補助者　　　　　　公認会計士　９名
　 (4) 役員報酬及び監査報酬

第10期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであり
ます。

役員報酬：23,365千円
取締役に支払った報酬　　　　　17,600千円（使用人兼務取締役の給与はありません）
監査役に支払った報酬　　　　　 5,765千円
　
監査報酬：24,062千円
公認会計士法第２条第１項に規定する業務
（監査証明業務）に基づく報酬　　24,062千円
上記業務以外に基づく報酬はありません。

　 (5) 取締役の定数

当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。
　 (6) 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が
出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　 (7) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議
決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これ
は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするもの
であります。

(8) 自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款
に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、自己の株式を取得
することを目的とするものであります。

(9) 取締役の責任免除

当社は、取締役(取締役であった者を含む)の会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がない場合
は、取締役会の決議によって法令の定める限度額の範囲内で、その責任を免除することができる旨を定款に定めてお
ります。これは、取締役がその職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環
境を整備することを目的とするものであります。

(10) 監査役の責任免除
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当社は、監査役(監査役であった者を含む)の会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がない場合
は、取締役会の決議によって法令の定める限度額の範囲内で、その責任を免除することができる旨を定款に定めてお
ります。これは、監査役がその職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環
境を整備することを目的とするものであります。

(11) 中間配当の決定機関

当社は、取締役会の決議によって、毎年６月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定めてお
ります。これは、中間配当を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするも
のであります。
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第５【経理の状況】

　

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。
　 (2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。
　　２　監査証明について

　当社は、前連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）及び前事業年度（平成18年１月１日から

平成18年12月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表については証券取引法第193条の２の規定に基づき東陽監査法

人により監査を受け、また当連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）及び当事業年度（平成19

年１月１日から平成19年12月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表については金融商品取引法第193条の２第１項

の規定に基づき、アスカ監査法人により監査を受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

第９期連結会計年度の連結財務諸表及び第９期事業年度の財務諸表　　東陽監査法人

第10期連結会計年度の連結財務諸表及び第10期事業年度の財務諸表　　アスカ監査法人
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１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

  １　現金及び預金 340,219 38,811

　２　受取手形及び売掛金 195,784 241,286

　３　たな卸資産 159,606 79,920

  ４　繰延税金資産 3,672 9

　５　その他 186,738 75,532

　　　貸倒引当金 △553 ─

　　流動資産合計 885,46842.2 435,56037.1

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1)建物及び構築物 6,635 3,640

　　　　減価償却累計額 △1,255 5,379 △915 2,724

　　(2)その他 41,674 38,369

　　　　減価償却累計額 △25,055 16,618 △16,983 21,386

　　　有形固定資産合計 21,9971.0 24,1102.1

　２　無形固定資産

　　(1)ソフトウェア 298,246 256,748

　　(2)ソフトウエア仮勘定 149,426 89,500

　　(3)のれん 438,766 169,706

　　(4)その他 1,682 640

　　　無形固定資産合計 888,12042.3 516,59644.1

　３　投資その他の資産

　　(1)投資有価証券 50,300 21,429

　  (2)長期前払費用 141,129 101,262

　　(3)繰延税金資産 3,234 ─

　　(4)長期未収入金 ─ 147,275

　　(5)破産更生債権等 ─ 33,400

　　(6)その他 109,241 26,925

　　　貸倒引当金 ─ △133,880

　   投資その他の資産合計 303,90614.5 196,41216.7

　　固定資産合計 1,214,02457.8 737,11862.9

　　資産合計 2,099,493100.0 1,172,678100.0
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　 前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 27,147 120,631

　２　短期借入金 110,535 113,320
　３　１年以内返済予定
　　　の長期借入金

169,958 190,528

  ４　１年以内償還予定の社債 64,000 72,000

  ５　未払法人税等 29,394 3,861

  ６　賞与引当金 2,665 ─

  ７　前受金 80,940 1,030

  ８　その他 57,281 19,166

　　流動負債合計 541,92125.8 520,53744.4

Ⅱ　固定負債

　１　社債 72,000 ─

　２　長期借入金 245,970 127,463

　３　リース資産減損勘定 ─ 56,872

　　固定負債合計 317,97015.2 184,33515.7

　　負債合計 859,89141.0 704,87360.1

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 568,48027.1 768,48065.5

　２　資本剰余金 966,21646.0 1,166,21399.5

　３　利益剰余金 △326,406△15.6 △1,479,403△126.2

　　株主資本合計 1,208,28957.5 455,28938.8

Ⅱ　少数株主持分 31,3121.5 12,5151.1

　　純資産合計 1,239,60159.0 467,80539.9

　　負債純資産合計 2,099,493100.0 1,172,678100.0
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②【連結損益計算書】
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
  至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 1,240,206100.0 1,136,901100.0

Ⅱ　売上原価 830,81267.0 979,39186.1

　　　売上総利益 409,39433.0 157,51013.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１
※２

438,31735.3 610,99653.8

　 営業損失 28,923△2.3 453,486△39.9

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 3,973 8,688

　２　受取配当金 4 87

  ３　雑収入 11,248 1,715

　４　その他 480 15,7061.3 2,355 12,8461.1

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 11,112 12,939

　２　株式交付費 378 2,284

  ３　事業投資損失 9,744 9,671

　４　その他 2,309 23,5451.9 4,748 29,6432.6

　 　経常損失 36,763△2.9 470,282△41.4

Ⅵ　特別利益

  １　貸倒引当金戻入益 514 192

  ２　賞与引当金戻入益 640 2,308

  ３　固定資産売却益 ※３ 669 ─

  ４　関係会社株式売却益 ─ 53,144

  ５　債務免除益 ─ 1,823 0.1 26,900 82,5467.3

 Ⅶ　特別損失

　 １　ソフトウェア除却損 ※４ 279,501 127,752

　 ２　固定資産除却損 ※４ 931 3,567

　 ３　原状回復費 2,000 ─

　 ４　役員退職慰労金 39,600 ─

　 ５　減損損失 ※５ ─ 169,196

　 ６　関係会社清算損 ─ 40,549

　 ７　投資有価証券評価損 ─ 80,000

　 ８　関係会社株式売却損 ─ 3,180

　 ９　貸倒引当金繰入額 ─ 126,950

　 10　たな卸資産評価損 ─ 116,482

　 11　その他特別損失 ─ 322,03326.0 96,992764,67167.3

　 税金等調整前当期純損失 356,972△28.8 1,152,408△101.4

　 法人税、住民税及び事業税 1,554 11,373
　 過年度法人税、住民税及び
 　事業税

※６ 6,363 △5,424

　法人税等調整額 16,738 24,6552.0 △2,629 3,320 0.3

　少数株主利益または損失(△) △6,362 0.5 6,139△0.5

　当期純損失 375,265△30.3 1,161,867△102.2
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

株主資本 少数株主
持分

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成17年12月31日残高(千円) 410,500497,368 48,858 956,726 21,591 978,317

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 157,980157,980 315,960 315,960

　株式交換による増加 310,868 310,868 310,868

　当期純損失 △375,265△375,265 △375,265

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

9,720 9,720

連結会計年度中の変動額合計(千円) 157,980468,848△375,265 251,562 9,720 261,283

平成18年12月31日残高(千円) 568,480966,216△326,4061,208,28931,312 1,239,601

　
当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

株主資本 少数株主
持分

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年12月31日残高(千円) 568,480966,216△326,4061,208,28931,312 1,239,601

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 200,000199,997 399,997 399,997

　当期純損失 △1,161,867△1,161,867 △1,161,867

　連結除外による株主資本変動額 3,464 3,464 3,464

　持分減少に伴う持分変動額 5,406 5,406 5,406

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△18,796 △18,796

連結会計年度中の変動額合計(千円) 200,000199,997△1,152,997△753,000△18,796 △771,795

平成19年12月31日残高(千円) 768,4801,166,213△1,479,403455,289 12,515 467,805
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
　至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前当期純損失（△） △356,972 △1,152,408

　　　減価償却費 7,225 12,779

　　　減損損失 ─ 169,196

　　　ソフトウェア償却 155,988 102,646

　　　長期前払費用償却 23,617 52,905

　　　のれん償却額 47,109 84,452

　　　ソフトウェア除却損 279,501 127,752

　　　固定資産除却損 931 3,567

　　　固定資産売却益 △669 ─

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △305 133,997

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） △16,149 14,658

　　　受取利息及び受取配当金 △3,977 △8,776

　　　支払利息及び社債利息 12,744 14,332

　　　株式交付費 378 2,284

　　　持分法による投資損益 ─ △239

      事業投資損失 9,744 9,671

      投資有価証券評価損 ─ 80,000

      関係会社株式売却益 ─ △53,144

      関係会社株式売却損 ─ 3,180

      関係会社清算損 ─ 40,549

      その他特別損失 ─ 96,992

　　　売上債権の増減額（△は増加） △44,646 △195,154

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） △106,712 67,971

　　　その他流動資産の増減額（△は増加） △102,389 72,053

　　　その他債権の増減額（△は増加） ─ △147,275

　　　仕入債務の増減額（△は減少） 9,438 122,576

　　　未払金の増減額（△は減少） 7,816 7,866

　　　その他流動負債の増減額（△は減少） 1,438 △1,118

　　　その他 ─ 911

　　　小計 △75,886 △337,768

　　　利息及び配当金の受取額 1,582 8,776

　　　利息の支払額 △12,823 △13,731

　　　法人税等の支払額 △42,918 △29,788

　　営業活動によるキャッシュ・フロー △130,046 △372,512
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前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
　至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △16,257 △17,676

　　　無形固定資産の取得による支出 △385,521 △190,292

　　　無形固定資産の売却による収入 1,000 ─

　　　投資有価証券の取得による支出 △40,300 △50,000

　　　連結除外に伴う変動額 ─ 8,871

　　　子会社株式の取得による支出
※２
※３

△330,284 ─

　　　子会社株式の売却による収入
※４
※５

─ 190,024

　　　貸付金の回収による収入 38,000 37,810

　　　貸付けによる支出 △67,000 ─

　　　長期前払費用の増加による支出 △140,105 △131,773

　　　出資金の取得による支出 △84,000 ─

　　　その他投資の回収による収入 8,850 ─

　　　その他投資による支出 △2,840 △155

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △1,018,459 △153,191

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　短期借入金の純増加額又は純減少額 109,705 △56,023

　　　長期借入れによる収入 200,000 239,000

　　　長期借入金の返済による支出 △242,902 △197,787

　　　社債の償還による支出 △124,000 △64,000
　　　子会社設立に伴う少数株主からの払込に
　　　よる収入

15,000 ─

　　　少数株主からの増資に伴う収入 ─ 5,406

　　　株式の発行による収入 626,449 297,716

　　　その他 ─ △15

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 584,252 224,296

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額又は減少額 △564,253 △301,408

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 904,472 340,219

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 340,219 38,811

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　　　　　　　　────── 　当社グループは、前連結会計年度に28百万円、当連結会計年
度に453百万円の大幅な営業損失を計上すると同時に営業
キャッシュフローにつきましても、前連結会計年度は130百
万円、当連結会計年度は372百万円と２期連続でマイナスに
なっております。
　また、764百万円の特別損失を計上した結果、当期純損失が
1,161百万円となっております。当該状況により継続企業の
前提に関する重要な疑義が存在しております。
　当社グループは、このような状況を解消すべく、当連結会計
年度において子会社の整理を迅速に実行し、不採算事業から
撤退すると共に、経費削減による経営基盤の強化を図りまし
た。財務面では（重要な後発事象）に記載のとおり、第三者
割当増資による財務基盤の安定化を図りました。今後の経営
方針として、収益力の強化により企業価値の向上を図りま
す。具体的には、ＸＭＬ事業への集中と、収益性を重視した企
業グループ再編であります。これら施策の結果、継続企業の
前提に関する重要な疑義を解消できるものと判断しており
ます。なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成され
ており、このような重大な疑義の影響を反映いたしておりま
せん。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。 すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数　８社

連結子会社の名称
株式会社マイトベーシックサービス
株式会社エムタック
株式会社販路開発
クロス・エー株式会社
グリーンネットワーク株式会社
株式会社セールス・サポート・サービ
シーズ
株式会社エアフォルク
株式会社日本ヘンプ
　クロス・エー株式会社は、平成18年８月
１日に株式を取得しましたが、みなし取得
日を平成18年９月30日としております。ま
た、株式会社セールス・サポート・サービ
シーズ及び株式会社エアフォルクは、
各々、平成18年10月6日及び平成18年10月
19日に株式を取得しましたが、みなし取得
日を平成18年12月31日としております。

連結子会社の数　２社

連結子会社の名称
クロス・エー株式会社
株式会社エアフォルク
　収益性を最優先した事業再編のため、連
結子会社を売却いたしました。　
前連結会計年度において、連結子会社であ
りました㈱販路開発、㈱マイトベーシック
サービス、㈱エムタック、㈱日本ヘンプ、上
海琥鋭信息技術有限公司(上海クロス・
エー)については、当社が保有する全株式
の売却により、㈱セールス・サポート・
サービシーズについては清算により、グ
リーンネットワーク㈱については第三者
割当増資にによって当社の保有株式割合
が50％以下になったことにより、連結の範
囲から除外しています。
㈱販路開発及びグリーンネットワーク㈱
については平成19年６月30日まで、㈱マイ
トベーシックサービス、㈱エムタックにつ
いては平成19年９月30日まで、㈱セールス
・サポート・サービシーズについては、清
算完了日である平成19年9月19日まで、㈱
日本ヘンプ、上海琥鋭信息技術有限公司
(上海クロス・エー)については、平成19年
12月31日まではの損益計算書については
連結しております。

２　持分法の適用に関する事項 　当社の非連結子会社及び関連会社はない
ため、持分法は適用しておりません。

持分法を適用した関連会社　１社
持分法適用会社の名称　グリーンネット
ワーク㈱
グリーンネットワーク㈱は、平成19年６月
30日付の第三者割当増資によって当社の
保有割合が50％以下になったため当社の
連結子会社から持分法適用会社に移行し
ております。

３　連結子会社の事業年度等に関する

事項

 全連結子会社の決算日は当社連結決算日
（12月31日）に統一されております。
　連結子会社のうち、株式会社エムタック
の決算日は従来５月31日でありましたが、
当連結会計年度において決算日を12月31
日に変更しております。

 全連結子会社の決算日は当社連結決算日

（12月31日）に統一されております。

４　会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方

法

(1) 有価証券
　①その他有価証券
　　時価のないもの
移動平均法による原価法

(1) 有価証券　

　　　　　　　 同左

 
(2) 商品
　　個別法による原価法

(2) 商品
　　　　　　　 同左

(3) 仕掛品
　　個別法による原価法

(3) 仕掛品

　　　　　　　 同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

②　重要な減価償却資産の償却方法(1)有形固定資産

定率法
取得価額10万円以上20万円未満の少額
減価償却資産については、3年間の均等償
却によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

建物　　　　　　　　10～15年

工具、器具及び備品　３～10年

(1)有形固定資産

　　　　　　同左

(2)無形固定資産

自社利用のソフトウェア
社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法によっております。

(2)無形固定資産

同左

市場販売目的のソフトウェア
見込販売数量に基づく償却額と、３年を
限度とする残存有効期間に基づく均等配
分額を比較し、いずれか大きい額を償却す
る方法によっております。

　　　　　　　同左

(3)長期前払費用
均等償却によっております。
なお、償却期間については法人税法に規
定する方法と同一の基準によっておりま
す。

(3)長期前払費用

同左

③　重要な繰延資産の処理方法

 

(1) 株式交付費 
　支出時に全額費用として処理しておりま
す。 

(1) 株式交付費 

　　　　　　　　同左

④　重要な引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、一
般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

(1) 貸倒引当金
同左

(2) 賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充
てるため、支給見込額に基づき当連結会計
年度に見合う分を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

⑤重要なリース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理によってお
ります。

同左

⑥重要なヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法
金利スワップの特例処理の要件を満たし
ておりますので、特例処理を採用しており
ます。
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
　（ヘッジ手段）
金利スワップ

　（ヘッジ対象）
借入金の利息

(3) ヘッジ方針
借入金の金利変動リスクを回避する目的
で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ
対象の識別は個別契約ごとに行っており
ます。
(4) ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップの特例処理の要件を満たし
ており、決算日における有効性の評価を省
略しております。

(1) ヘッジ会計の方法

　

　　　同左

　

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　同左

　　

　　

　

(3) ヘッジ方針

　　同左　

　

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　同左

⑦その他連結財務諸表作成のため
の重要な事項

(1) 消費税等の会計処理
　　税抜方式によっております。
(2) 出資金の会計処理 
任意組合への出資金については、貸借対
照表及び損益計算書双方について持分相
当額を純額で取り込む方法によって計上
しております。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(2) 出資金の会計処理

　　　　　　同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価
に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につい
ては、全面時価評価法を採用しておりま
す。

同左

６　のれん及び負のれんの償却に関す
る事項

のれんの償却については、5年間の均等償
却を行なっております。

　　　　　　　　同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書に
おける資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び
容易に換金可能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わない取得
日から３ヶ月以内に償還期限の到来する
短期投資からなっております。

同左
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会計処理の変更
前連結会計年度
(自　平成18年1月1日

   至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
(自　平成19年1月1日

   至　平成19年12月31日）

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等
当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準」(企業会計基準委員会  平成17年12月9
日  企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委
員会  平成17年12月9日  企業会計基準適用指針第８号)を
適用しております。 
　なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に
おける連結貸借対照表の純資産の部については、改正後の
連結財務諸表規則により作成しております。

　固定資産の減損に関する会計基準
当連結会計年度より、「固定資産の減損に関する会計基
準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意
見書」(企業会計審議会  平成14年8月9日))及び「固定資
産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員
会  平成15年10月31日  企業会計基準適用指針第６号)を
適用しております。 
  なお、これによる損益に与える影響はありません。

　繰延資産に関する会計基準
当連結会計年度より「繰延資産の会計処理に関する当面
の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年8月11日 実務
対応報告第19号）を適用しております。
　前連結会計年度において営業外費用の内訳として表示し
ていた「新株発行費」は、当連結会計年度より「株式交付
費」として表示する方法に変更しております。また、前連結
会計年度において営業活動によるキャッシュ・フローの内
訳として表示していた「新株発行費」は、当連結会計年度
より「株式交付費」として表示する方法に変更しておりま
す。

　役員賞与に関する会計基準
当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」(企
業会計基準委員会 平成17年11月29日  企業会計基準第４
号)を適用しております。これにより、当連結会計年度より
発生時に費用処理しております。
　この結果、営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損
失がそれぞれ4,000千円増加しております。

　企業結合に係る会計基準等
当連結会計年度から「企業結合に関する会計基準」(企
業会計審議会平成15年10月31日）及び「事業分離等に関す
る会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企
業会計基準第7号）並びに「企業結合会計基準及び事業分
離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　
平成17年12月27日　企業会計基準適用指針第10号）を適用
しております。
　前連結会計年度において無形固定資産の内訳として表示
していた「連結調整勘定」は、当連結会計年度より「のれ
ん」として表示する方法に変更しております。また、前連結
会計年度において営業活動によるキャッシュ・フローの内
訳として表示していた「連結調整勘定償却額」は、当連結
会計年度より「のれん償却額」として表示する方法に変更
しております。

　ストック・オプション等に関する会計基準等
当連結会計年度から「ストック・オプション等に関する
会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業
会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に関する
会計基準の適用指針（企業会計基準委員会　平成18年５月
31日　企業会計基準第11号」）を適用しております。これに
よる損益に与える影響はありません。　　

　　　　　　　　　　　

 
　　　　　　　　　　　

 
　　　　　　　　　

 
　　　　　　　　　　　

 
　　　　　　　　　　　　

 
　

有形固定資産の減価償却の方法 
　法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律　平
成19年３月30日　法律第６号）及び（法人税施行令の一部
を改正する政令　平成19年３月30日　政令第83号））に伴
い、平成19年４月１日以降に取得の有形固定資産について
は、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。 
　これによる損益及びセグメント情報に与える影響は軽微
であります。　　　　　　　　　　
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表示方法の変更

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

（連結貸借対照表）

 前連結会計年度まで無形固定資産「その他」に含めて表
示しておりました「ソフトウェア仮勘定」については、当
連結会計年度において総資産の100分の5を超えることと
なったため、当連結会計年度より区分掲記しております。な
お、前連結会計年度の「ソフトウェア仮勘定」は48,057千
円であります。
　前連結会計年度まで投資その他の資産「その他」に含め
て表示しておりました「投資有価証券」及び「長期前払費
用」については、当連結会計年度において、総資産の100分
の１及び100分の５を超えることとなったため、当連結会計
年度より区分掲記しております。なお、前連結会計年度の
「投資有価証券」は10,000千円、「長期前払費用」は
23,014千円であります。

─────

　　 注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

該当事項はありません。
保証債務

　　借入債務に対し、債務保証を行っている。
    株式会社マイトベーシックサービス　 10,786千円

　 (連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のと
おりです。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のと
おりです。

役員報酬 73,030千円

給与手当 59,468千円

貸倒引当金繰入 209千円

賞与引当金繰入 640千円

のれん償却額 47,109千円

役員報酬 95,010千円

給与手当 99,882千円

ライセンス料 18,645千円

貸倒引当金繰入 7,239千円

賞与引当金繰入 9,871千円

のれん償却額 84,452千円

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は、23,400千
　円であります。　

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は、3,303千
　円であります。　

※３　固定資産売却益
固定資産売却益の内容は次の通りであります。
ソフトウェア　　　　　　　　　　669千円　

※３　　　　　　　───　

 
※４　固定資産除却損

固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。
　工具・器具・備品　　　　　　　　931千円
　ソフトウェア　　　　　　　　279,501千円

※４　固定資産除却損
固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。
　工具・器具・備品　　　　　　　3,567千円
　ソフトウェア　　　　　　　　127,752千円
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　 前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※５　　　　　　　　───　 　※５　減損損失

場所 用途 種類 金額(千円）

東京都中央区 中国関連事業 のれん 57,375

東京都港区
ビジネスオペレー

ションシステム
リース資産 56,872

東京都港区 パーテーション 有形固定資産 900

東京都港区 開発ツール ソフトウェア 16,345

東京都港区
システム利用権ライ

センス
長期前払費用 37,703

　　　　　　　　合　　計 169,196

　当社グループは、投資先（関係会社）ごと事業別に資産
をグルーピングしております。グルーピングの単位である
各投資先のうち、クロスエー株式会社に関しては、取得時に
検討した事業計画において、中国展開について断念して事
業計画を見直したため、当初想定した収益が見込めなく
なった「のれん」について帳簿価額を回収可能価額まで減
損しております。なお、回収可能価額は使用価値により測定
しており、将来キャッシュ・フローを年率14％で割り引い
て算定しております。
　子会社を含めたユーザマニュアル作成・管理の効率化を
狙いとして導入した、リース資産については、エムタックが
中心となって活用することを想定していました。エムタッ
クを含めて7社が当社の連結からはずれたため、このリース
資産に関しては、当面予定していた使途に使用しなくなっ
たため、正味売却価額まで減損しております。正味売却価額
は売却が困難であるため、零としております。
　当社における受託開発事業については、営業活動から生じ
る利益及びキャッシュフローが連続して赤字となる見込み
のため、有形固定資産、ソフトウェア、長期前払費用を正味
売却価額まで減損しております。正味売却価額は売却が困
難であるため、零としております。
　

※６　過年度法人税、住民税、及び事業税 
　　　株式会社データプレイスにおいて、平成17年12月
　　　期に係る法人税等の修正申告をしたことによるも
　　　のです。

※６　過年度法人税、住民税、及び事業税 
　　　株式会社エムタックにおいて、平成18年12月期
　　　に係る法人税等の修正申告をしたことによるも
　　　のです。

　 (連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)
１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式      (株) 16,500 30,456 ― 46,956
　

(変動事由の概要) 
増加数の主な内訳は、次の通りであります。
　　　　　　　　　　株式分割(平成18年2月1日実施）による増加　   16,500株
　　　　　　　　　　新株予約権の行使による増加　　　　    　　　 1,756株
　　　　　　　　　　新株予約権付社債の予約権行使による増加　     1,000株
　　　　　　　　　　第三者割当増資による増加　　　　　　　　　   5,000株
　　　　　　　　　　株式交換による増加　　　　　　　　　　       6,200株

　 ２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式      (株) ― ― ― ―
　

　(注）第８期定時株主総会において、自己株式取得の件につき、同株主総会終結の時から次期定時株主総会終結の時ま
でに当社普通株式を株式総数300株、総額30,000,000円を限度として買い受けることを決議いたしましたが、当期
純損失を計上することとなったため、実施いたしません。
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３　新株予約権等に関する事項
    該当事項はありません。

　 ４　配当に関する事項
    該当事項はありません。

　 当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)
１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式      (株) 46,956  11,263 ― 58,219
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。
　　　　　　　　　　第三者割当増資による増加　　　　　　   　　 11,263株

　 ２　自己株式に関する事項
　

    該当事項はありません。
　 ３　新株予約権等に関する事項

    該当事項はありません。
　 ４　配当に関する事項

    該当事項はありません。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定　　　　340,219千円
現金及び現金同等物　　　340,219千円

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産
及び負債の主な内訳
株式交換により新たにクロス・エー株式会社を連結し

たことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに取得
価額と取得による支出（純額）との関係は次のとおりであ
ります。

流動資産 20,579千円

固定資産 1,397千円

のれん 305,997千円

流動負債 △9,106千円

クロス・エー株式会社
株式の取得価額

318,868千円

クロス・エー株式会社の現金
及び現金同等物

12,143千円

差引：クロス・エー株式社株式取得
による収入

△306,724千円

※３　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産
及び負債の主な内訳
株式の取得により新たに株式会社セールス・サポート

・サービシーズを連結したことに伴う連結開始時の資産及
び負債の内訳並びに取得価額と取得による支出（純額）と
の関係は次のとおりであります。

流動資産 7,637千円

固定資産 8,408千円

のれん 40,549千円

流動負債 △10,188千円

固定負債 △28,533千円

少数株主持分 11,077千円

株式会社セールス・サポート・サー

ビシーズ株式の取得価額
28,950千円

株式会社セールス・サポート・サー

ビシーズの現金及び現金同等物
2,865千円

差引：株式会社セールス・サポート

・サービシーズ株式取得による収入
△26,084千円

※４　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産
及び負債の主な内訳
株式の取得により新たに株式会社エアフォルクを連結した
ことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに取得価
額と取得による支出（純額）との関係は次のとおりであり
ます。

流動資産 56,688千円

固定資産 5,917千円

のれん △3,021千円

流動負債 △12,812千円

固定負債 △12,962千円

少数株主持分 △12,661千円

株式会社エアフォルク株式の取得価額 21,150千円

株式会社エアフォルクの現金及び現金

同等物
23,674千円

 差引：株式会社エアフォルク株式取得による

収入
2,524千円

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定　　　　   38,811千円
現金及び現金同等物 　　　　38,811千円

※５　株式の売却により連結から除外することとなった会社の
資産及び負債の主な内訳
株式会社マイトベーシックサービス

流動資産 53,640千円

固定資産 20,707千円

資産合計 74,348千円

流動負債 46,107千円

固定負債 31,322千円

負債合計 77,429千円

株式会社エムタック

流動資産 171,672千円

固定資産 72,109千円

資産合計 243,781千円

流動負債 103,230千円

固定負債 ─

負債合計 103,230千円

株式会社販路開発、株式会社日本ヘンプ及び上海クロス

エー

流動資産 31,557千円

固定資産 11,511千円

資産合計 43,068千円

流動負債 27,019千円

固定負債 7,000千円

負債合計 34,019千円

　　　株式の売却により連結から除外することとなった会社の資
産及び負債の主な内訳
グリーンネットワーク株式会社

流動資産 29,006千円

固定資産 8,431千円

資産合計 37,438千円

流動負債 34,965千円

固定負債 ─

負債合計 34,965千円

　　　　
　　　　 貸付金現物出資(デットエクイティスワップ)に
　　　　よる関係会社株式の取得

長期借入金の減少額 99,997千円

資本の増加額 50,000千円

資本準備金の増加額 49,997千円
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(リース取引関係)

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引
１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
　　当額及び期末残高相当額　　　　　　　

取得価額相当額

(千円)

減価償却累計額

相当額

(千円)

期末残高相当額

(千円)

工具・器具及び備

品
2,919 1,077 1,842

車両運搬具 12,436 1,840 10,596

ソフトウェア 252,55147,496205,054

　合　　計 267,90750,414217,493

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内　　　　　　　50,921千円
１年超　　　　　　 171,372千円
　合計　　　　　　 222,293千円

 
３　支払リース料、減価償却相当額及び支払利息相当
　　額

支払リース料　　　　42,783千円
減価償却費相当額　　37,113千円
支払利息相当額　  　 8,575千円
 

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。

５　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差
額を利息相当額とし、各期への配分方法については、
利息法によっております。

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引
１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相 
　　当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額　　

取得価額相当

額(千円)

減価償却累計

額相当額

(千円)

減損損失累計

額相当額

(千円)

期末残高相当

額(千円)

工具・器具及

び備品
37,15710,963 ─ 26,194

ソフトウェア 272,29590,43456,872124,988

合　計 309,453101,39756,872151,183

２　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産
　　 減損勘定残高

１年内　　　　　　　　　54,695千円
１年超　 　　　　　　 　96,488千円
　合計　　　　　　　　 151,183千円
リース資産減損勘定残高　56,872千円

３　支払リース料、減価償却相当額、支払利息相当額
　　 及び減損損失

支払リース料　　　　75,516千円 
減価償却費相当額　　69,094千円 
支払利息相当額　  　 8,557千円
減損損失　　　　　　56,872千円

４　減価償却費相当額の算定方法
　　　　　　　　　　　同左

 
５　利息相当額の算定方法

　　　　　　　　　　　同左

　
　 (有価証券関係)

１．時価評価されていない有価証券

区分

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

（1）その他有価証券

　① 非上場有価証券
　　　　　　　　株式

50,300 21,429

合計 50,300 21,429
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(デリバティブ取引関係)
１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(1)取引の内容
　利用しているデリバティブ取引は、金利スワップでありま
す。
(2)取引に対する取り組み方針
　デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク回避
を目的としており、投機的な取引は行わない方針でありま
す。
(3)取引の利用目的
　デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場におけ
る利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用してお
ります。
　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行ってお
ります。
①ヘッジ会計の方法
　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしており
ますので、特例処理を採用しております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
　（ヘッジ手段）金利スワップ
　（ヘッジ対象）借入金の利息
③ヘッジ方針
　借入金の金利変動リスクを回避する目的でスワップ取引
を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行ってお
ります。
④ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効
性の判定を省略しております。
(4)取引に係るリスクの内容
　当社が利用している金利スワップは、市場金利の変動によ
るリスクがあります。なお、取引の契約先は信用度の高い金
融機関に限定しているため、相手先の契約不履行による信
用リスクはほとんどないと認識しております。
(5)取引にかかるリスク管理体制
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定
めた社内ルールに従い、資金担当部門が決済担当者の承認
を得て行っております。

(1)取引の内容
　　　　同左
　
(2)取引に対する取り組み方針
　　　
　　　　同左 
　
(3)取引の利用目的
　　
　
　　　　同左 

　　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
(4)取引に係るリスクの内容
　　　
　
　　　　同左 
　
　
(5)取引にかかるリスク管理体制
　　　　同左　　

２．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　該当事項はありません。
　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計
を適用しておりますので注記の対象から除いております。

　　　　同左　　

(退職給付関係)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当社は、退職金制度を採用しておりません。また、連結子会
社である株式会社マイトベーシックサービスは、特定退職
金共済制度を採用しております。

───

１　退職給付債務

 退職給付債務（千円） 10,413
 年金資産残高（千円） △10,413

　　

２　退職給付費用の内訳

 特定退職金共済制度（千円） 1,350

 退職給付費用（千円） 1,350
　　

　

３　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　退職給付債務の算定方法
退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　
次へ
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

　 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
　 　 (1) ストック・オプションの内容
会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社及び当社子会社の取締役　６名
当社及び当社子会社の従業員　20名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　1,000株　(株式分割後　2,000株）（注）

付与日 平成16年５月13日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成18年６月１日      至  平成21年３月30日
　会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社の代表取締役　１名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　1,000株　(株式分割後　2,000株）（注）

付与日 平成16年５月13日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成16年６月１日        至  平成21年３月30日
　会社名 提出会社

決議年月日 平成17年８月26日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社の監査役　　　  ３名
当社従業員　　　　  ３名
当社子会社の従業員　１名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　　400株　(株式分割後　800株）  （注）

付与日 平成17年９月９日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成19年１月10日    至  平成24年３月７日
　会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社の取締役　　　１名
当社の従業員　　　８名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　640株

付与日 平成18年４月28日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成20年４月30日    至  平成25年４月26日

(注）　当社は、平成18年２月１日付で普通株式１株を普通株式２株への株式分割を実施いたしております。
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　 (２) ストック・オプションの規模及びその変動状況
　　　①　ストック・オプションの数
会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日 平成16年３月30日 平成17年８月26日

権利確定前

　期首（株）
1,000 

(株式分割後　2,000)
─

400
(株式分割後　800)

　付与（株） ─ ─ ─

　失効（株） ─ ─ －

　権利確定(株）
1,000 

(株式分割後　2,000)
─ ─

　未確定残(株） ─ ─
400 

(株式分割後　800)

権利確定後

　期首（株） ─
1,000

(株式分割後　2,000)
─

　権利確定(株）
1,000

(株式分割後　2,000)
1,000 

(株式分割後　2,000)
─

　権利行使(株） 148 ─ ─

　失効（株） ─ ─ ─

　未行使残（株） 1,852 2,000 ─
　 会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

権利確定前

　期首（株） 640

　付与（株） ─

　失効（株） ─

　権利確定(株） ─

　未確定残(株） 640

権利確定後

　期首（株） ─

　権利確定(株） ─

　権利行使(株） ─

　失効（株） ─

　未行使残（株） ─

(注）　当社は、平成18年２月１日付で普通株式１株を普通株式２株への株式分割を実施いたしております。

　
　　　②　単価情報

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日 平成16年３月30日 平成17年８月26日

権利行使価格（円）
50,000

(株式分割後　25,000)
50,000

(株式分割後　25,000)
170,000

(株式分割後　85,000)

行使時平均株価（円） 43,884 269,000 ─

　

会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

権利行使価格（円）
71,750

(株式分割後　71,750)

行使時平均株価（円） ─

(注）当社は、平成18年２月１日付で普通株式１株を普通株式２株への株式分割を実施いたしております。

    上記ストック・オプションの権利行使は、いずれも株式分割後に行われております。 
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当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)
　 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　 　 (1) ストック・オプションの内容
会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社及び当社子会社の取締役　６名
当社及び当社子会社の従業員　20名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　1,000株　(株式分割後　2,000株）（注）

付与日 平成16年５月13日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成18年６月１日     至  平成21年３月30日
　会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数(名、社) 当社の代表取締役　１名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　1,000株　(株式分割後　2,000株）（注）

付与日 平成16年５月13日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成16年６月１日   至  平成21年３月30日
　会社名 提出会社

決議年月日 平成17年８月26日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社の監査役　　　  ３名
当社従業員　　　　  ３名
当社子会社の従業員　１名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　　400株　(株式分割後　800株）  （注）

付与日 平成17年９月９日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成19年１月10日     至  平成24年３月７日
　会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

付与対象者の区分及び人数(名、社)
当社の取締役　　　１名
当社の従業員　　　８名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　640株

付与日 平成18年４月28日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成20年４月30日    至  平成25年４月26日

(注）　当社は、平成18年２月１日付で普通株式１株を普通株式２株への株式分割を実施いたしております。
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　 (２) ストック・オプションの規模及びその変動状況
　　　①　ストック・オプションの数
会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日 平成16年３月30日 平成17年８月26日

権利確定前

　期首（株） ─ ─
400

(株式分割後 800)

　付与（株） ─ ─ ─

　失効（株） ─ ─ ─

　権利確定(株）
─
 

─
400 

(株式分割後 800)

　未確定残(株） ─ ─ ─

権利確定後

　期首（株）
926

(株式分割後　1,852)
1,000

(株式分割後　2,000)
─

　権利確定(株） ─ ─
400 

(株式分割後　800)

　権利行使(株） ─ ─ ─

　失効（株） ─ ─ ─

　未行使残（株） 1,852 2,000 800
　 会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

権利確定前

　期首（株） 640

　付与（株） ─

　失効（株） ─

　権利確定(株） ─

　未確定残(株） 640

権利確定後

　期首（株） ─

　権利確定(株） ─

　権利行使(株） ─

　失効（株） ─

　未行使残（株） ─

(注）　当社は、平成18年２月１日付で普通株式１株を普通株式２株への株式分割を実施いたしております。
　　　　②　単価情報
会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日 平成16年３月30日 平成17年８月26日

権利行使価格（円）
50,000

(株式分割後　25,000)
50,000

(株式分割後　25,000)
170,000

(株式分割後　85,000)

行使時平均株価（円） 43,884 269,000 ─
　会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

権利行使価格（円） 　71,750

行使時平均株価（円） ─

(注）当社は、平成18年２月１日付で普通株式１株を普通株式２株への株式分割を実施いたしております。
    上記ストック・オプションの権利行使は、いずれも株式分割後に行われております。 
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(税効果会計関係)

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原
　　　因別の内訳

(繰延税金資産)
貸倒損失　　　　　　　　　2,227千円
賞与引当金繰入　　　　　　1,111千円
繰越欠損金　　　　　　 　99,233千円
ソフトウェア償却　　　　118,355千円
会員権評価損　　　　　　　2,961千円
その他　　　　　　　　　　1,904千円
繰延税金資産小計　　　　225,793千円
評価性引当額　　　　　△218,886千円
繰延税金資産合計　　　　　6,907千円

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
　　 担率との差異の原因となった主な項目別の内訳　　　　
     　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
      負担率の差異については、税金等調整前当期純
      損失が計上されているため記載しておりません。

　１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原 
　　　因別の内訳

(繰延税金資産) 
未払事業税　　　　　　　　　930千円 
貸倒引当金繰入　　　　 　52,244千円 
ソフトウェア償却 　　　　71,476千円 
固定資産減損損失 　　  　45,500千円 
投資有価証券評価損　   　32,552千円
繰越欠損金　　        　364,852千円
その他　　　　　　　　　　　441千円
繰延税金資産小計　　　　567,995千円 
評価性引当額　　　　　△567,986千円 
繰延税金資産合計　　　 　　 　9千円 
繰延税金資産の純額　 　     　9千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
　　担率との差異の原因となった主な項目別の内訳　　　　

　　　　　　同左

　
前へ
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

企業情報事業
（千円）

ＸＭＬ事業
（千円）

コンシュー
マー事業
（千円）

システム事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
  （千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業利益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 502,886202,757 21,658 512,9041,240,206 － 1,240,206

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － 33,48833,488（33,488） －

計 502,886202,757 21,658 546,3931,273,695（33,488）1,240,206

営業費用 363,329126,467 28,738 318,307836,842432,2871,269,129

営業利益又は営業損失(△） 139,556 76,289 △7,080 228,085436,852（465,776）△28,923

Ⅱ　資産、減価償却費
及び資本的支出

資産 572,026191,771175,888918,6171,858,303241,1902,099,493

減価償却費 124,287 17,034 8,256 31,241180,820 6,011 186,831

資本的支出 356,923 78,562 24,076 71,624531,186 10,697 541,884

　（注）１　事業の区分は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要なサービス
(1) 企業情報事業・・・・・・・・企業情報提供、倒産確率分析、与信リスク分析、兆し情報提供、ＸＢＲＬ

関連システム開発、等
(2) ＸＭＬ事業・・・・・・・・・ＸＭＬ変換サービス、ＸＭＬ関連アプリケーション開発、等
(3) コンシューマー事業・・・・・・出退勤管理システム提供、教育関連サービス等
(4) システム事業・・・・・・・・ソフトウェア受託開発、システム運用サポート、等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は432,287千円であり、その主なもの
は管理部門にかかる費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は241,190千円であり、その主なものは余剰運用資
金及び管理部門にかかる資産等であります。

５　減価償却費の欄には、長期前払費用償却を含めております。
６　役員賞与に関する会計基準の適用により、事業別の損益に与える影響はありません。

　 当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

企業情報事業
（千円）

ＸＭＬ事業
（千円）

コンシュー
マー事業
（千円）

システム事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
  （千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業利益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 146,367128,854133,718727,9611,136,901 ─ 1,136,901

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ 1,828 52,51154,339（54,339） ─

計 146,367128,854135,546780,4721,191,241（54,339）1,136,901

営業費用 192,843113,179130,499623,9371,060,458529,9291,590,387

営業利益又は営業損失（△） △46,475 15,675 5,047 156,535130,782（584,268）△453,486

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損
失及び資本的支出

資産 210,101161,574388,783218,450978,909193,7691,172,678

減価償却費 74,976 20,288 34,280 21,008150,553 17,779 168,332

減損損失 ─ ─ ─ 112,324 ─ 56,872 169,196

資本的支出 27,200 2,303 127,688128,937286,129 53,613 339,743

　（注）１　事業の区分は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。
２　各区分に属する主要なサービス

(1) 企業情報事業・・・・・・・・企業情報提供、倒産確率分析、与信リスク分析、兆し情報提供、ＸＢＲＬ
関連システム開発、等

(2) ＸＭＬ事業・・・・・・・・・ＸＭＬ変換サービス、ＸＭＬ関連アプリケーション開発、等
(3) コンシューマー事業・・・・・出退勤管理システム提供、BDFプラント企画販売等
(4) システム事業・・・・・・・・ソフトウェア受託開発、システム運用サポート、等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は529,929千円であり、その主なもの
は管理部門にかかる費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は193,769千円であり、その主なものは余剰運用資
金及び管理部門にかかる資産等であります。

５　減価償却費の欄には、長期前払費用償却を含めております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）
本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　 当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）
全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の

　割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。
　 【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）
海外売上高がないため、該当事項はありません。

　 当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。
　 【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

(1) 親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の名
称

所在地
資本金又は
出資金
 (千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の兼

任等
事業上の
関係

主要株主
（法人）

三菱商事株
式会社

東京都
千代田区

198,724,008総合商社
(被所有)
直接 4.3

―
技術、販
売面の連
携

ＸＭＬロイ
ヤリティ－

50,000 ― ―

販売支援 9,600 ― ―

（注）１　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。
２　取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般取引条件と同等に決定しております。
３　当該株主は、平成18年6月6日の時点で議決権等の所有割合が9.7％となり、当社の主要株主に該当しなく
　　なりました。なお、平成18年12月31日現在の同株主の所有割合は、4.3％となっております。

　 (2) 役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の兼

任等
事業上の
関係

役員 藤田幹夫 ― ―
当社

代表取締役
社長

(被所有)
直接16.3

― ―
ストックオ
プションの
権利行使

19,760 ― ―

役員 田上雅機 ― ― 当社取締役
(被所有)
直接0.2

― ―
ストックオ
プションの
権利行使

1,000 ― ―

（注）１　上記の金額には消費税等が含まれておりません。
２　取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般取引条件と同等に決定しております。

　 当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

（1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の名
称

所在地
資本金又は
出資金
 (千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の兼

任等
事業上の
関係

主要株主
(法人)

有限会社グ
ローバル
キャピタル

東京都
中央区

3,000投資業
(被所有)
直接　19.7

─ ─借入 100,000長期借入金 ─

（注）１　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。
２　取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般取引条件と同等に決定しております。
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（企業結合等関係）

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

（パーチェス法関係）
１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行 
    った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形
    式、結合後企業の名称及び取得した議決権比率
(1）被取得企業の名称
　 クロス・エー株式会社
(2）被取得企業の事業の内容
  インターネットを利用した情報提供サービス、ホーム
ページ作成、広告代理業、会員の募集、ソフトウェア開発及
び販売
(3）企業結合を行った主な理由
  株式交換により、当社がクロス・エー株式会社を完全子
会社とすることで、次のとおり両社の連携を強化し、更なる
企業価値の増大を図る。
①　アフィリエイト広告課金モデルによる、広範な
    ユーザの開拓
②　無料コンテンツも対象とした、より広い情報コン
    テンツの集積
(4）企業結合日
　  平成18年８月１日
(5）企業結合の法的形式
　  株式交換
(6）結合後企業の名称
　  名称の変更はないため、(1）と同一
(7）取得した議決権比率
　  100.0％

───

　　

 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の
 　 期間
　   平成18年10月１日から平成18年12月31日まで
３．被取得企業の取得原価及びその内訳
　 取得の対価
 当社の株式(千円) 310,868

 取得に直接要した費用

 アドバイザリー費用など（千円） 8,000

 取得原価 （千円) 318,868

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに
　　交付株式数及びその評価額 
(1）株式の種類別の交換比率 
　  普通株式　当社 １：クロス・エー株式会社 31 
(2）交換比率の算定方法 
　第三者機関の算定結果を参考に両社協議の上、算定してい
る。

(3）交付株式数及びその評価額

 普通株式 6,200株 

 評価額 310,868千円
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　 前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

５．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却
方法及び償却期間

───

(1）発生したのれんの金額
　 305,997千円
(2）発生原因
　株式交換を通じた被取得企業に係る連結上の当社持　分増
加額と取得原価との差額により発生したものである。
(3）償却方法及び償却期間
　５年間で均等償却
６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債 の
額並びにその主な内訳
(1）資産の額及びその主な内訳
流動資産 (千円) 24,668

固定資産 (千円) 1,448

　資産計 　(千円) 26,116

(2）負債の額及びその主な内訳
流動負債 (千円) 14,098

固定負債 (千円) －

　合計　 (千円) 14,098

７．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理
　　された金額およびその科目名
　該当事項はありません。
８．企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと
　　仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書
　　に及ぼす影響の概算額
売上高 (千円) 61,648

営業損失(千円) 38,288

経常損失(千円) 38,287

税金等調整前当期純損失(千円) 38,287

当期純損失（千円） 38,287

１株当たりの当期純損失 977円76銭

(注）概算額の算定方法および重要な前提条件

　１　企業結合が当連結会計年度開始の日に完了し、当連結
会計年度開始の日から株式交換によりクロス・エー株式会
社を完全子会社化したと仮定した売上高および損益情報を
算定しております。
　２　のれんについては当連結会計年度開始の日から５年間
で均等償却したと仮定しております。
　３　１株当りの当期純損失は、期中平均株式数39,158株で
除して、算出しております。
　なお、当該注記情報については監査証明を受けておりませ
ん。

　

EDINET提出書類

株式会社　データプレイス(E05531)

有価証券報告書

53/88



（１株当たり情報）

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 26,399円　21銭

１株当たり当期純損失 9,583円　36銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。１
株当たり純資産額は期末株式数46,956株で除して、１株当た
り当期純損失は期中平均株式数39,158株で除して、算出して
おります。
　　 当社は、平成18年２月１日付で普通株式１株を普通株式２株
に株式分割いたしました。
　前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における
１株当たり情報の各数値はそれぞれ以下のとおりでありま
す。

１株当たり純資産額 28,991円　72銭

１株当たり当期純利益 426円　57銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 372円　16銭

（追加情報）
　当連結会計年度から、改正後の「１株当たり当期純利益に関
する会計基準」（企業会計基準委員会  最終改正平成18年１
月31日  企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益
に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会  最終
改正平成18年１月31日  企業会計基準適用指針第４号）を適
用しております。 これによる影響はありません。

１株当たり純資産額 7,605円　32銭

１株当たり当期純損失 22,180円　67銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。
　　
　

　(注)１　１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自平成19年１月１日
至平成19年12月31日)

連結損益計算書上の当期純損失（千円） 375,265 1,161,867

普通株式に係る当期純損失（千円） 375,265 1,161,867

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 39,158 52,381

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純
利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

旧商法第210条ノ２に基づ
くストックオプション（自
己株式譲渡方式）のための
普通株式4,852株。
なお、ストックオプション
の概要は、「第４　提出会社
の状況、１．株式等の状況、
（８）ストックオプション
制度の内容」に記載の通り
であります。

旧商法第210条ノ２に基づ
くストックオプション（自
己株式譲渡方式）のための
普通株式4,252株。
なお、ストックオプション
の概要は、「第４　提出会社
の状況、１．株式等の状況、
（８）ストックオプション
制度の内容」に記載の通り
であります。

（重要な後発事象）

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１．子会社の設立
　平成18年11月14日開催の当社取締役会において、株式会社
新華通信ネットジャパンとの共同出資により、中国におい
てアフィリエイト事業を展開する目的で中華人民共和国上
海市に、上海琥鋭信息技術有限公司（上海クロス・エー）
を子会社として設立することを決議いたしました。
①商号　　　　上海琥鋭信息技術有限公司
　　　　　　　（上海クロス・エー情報技術）
②設立年月日　平成19年1月20日
③本店所在地　中華人民共和国、上海市
④代表者名　　董事長 松田純弘
　　　　　   （当社連結子会社クロス・エー取締役）
　　　　　　   総経理 沈林沼
⑤資本金　     2,000 千人民元
　　　　　　（30,000 千円 1 人民元＝15 円で換算）
⑥事業内容　　アフィリエイト事業の運用
　

１．第三者割当による新株式の発行
　平成20年１月17日開催の当社取締役会において、第三者割当
による新株式発行を決議し、平成20年２月１日払込が完了い
たしました。その概要は次のとおりであります。
新株式の発行要領 
①発行新株式数　　　　普通株式3,334株 
②発行価額　　　　　　１株につき18,000円 
③発行価額の総額　　　60,012,000円 
④資本組入額　　　　　１株につき9,000円　
⑤資本組入額の総額　　30,006,000円
⑥申込期間　　　　　　平成20年１月30日
⑦払込期日　　　　　　平成20年２月１日
⑧配当起算日　　　　　平成20年１月１日
⑨新株券交付日　　　　株券不発行
⑩割当方法　　　　　 第三者割当の方法により発行新
　　　　　　　　　　　株の全株を割当てます。 
⑪割当先及び株式数　　朝田　篤　　　　2,778株
　　　　　　　　　　　萩谷　史郎　　　　556株
⑫新株式の継続所有の取決めに関する事項
　割当先に対して、割当新株式効力発生日(平成20年２月１日)
から２年以内に譲渡する場合は、当該内容を当社に報告する
旨の確約を得ています。　　　　　　
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２．ストックオプション(新株予約権)の発行 
　平成19年３月28日開催の株主総会において、会社法第236
条、第238条および第239条の規定に基づき、「ストックオプ
ションとして新株予約権を発行する件」を以下の内容で決
議いたしました。 
①株式の種類及び株式数　普通株式　20,000株 
②新株予約権の発行総数　10,000個 
③新株予約権の発行価格　無償 
④新株予約権の行使価格　発行日の当社普通株式の 
　　　　　　　　　　　　終値に1.025を乗じた金額 
⑤新株予約権の行使期間　平成19年3月28日から７年 
　　　　　　　　　　　 以内の取締役会が定める期間 
⑥新株予約権の行使条件　退職後の行使可、相続可 
⑦新株予約権の取得事由　当社による取得が可能 
⑧新株予約権の譲渡制限　取締役会の承認を要する

２．営業の譲受 
　　平成19年12月28日開催の取締役会において、平成20年１月
４日をもって㈱メディカルネットバンクの医療情報処理サー
ビスを譲受ることを決議いたしました。 
①譲受の理由　ＸＭＬ技術を活用した医療情報の交換　　　　　　　
流通の促進のため。 
②事業内容　　医療情報システムにかかる事業全般　　　　　　　譲
受に伴う金銭の授受はありません。また、債権債務の引継ぎも
ありません。　　　　　　　 
③事業譲受日　平成20年１月4日　

３．第三者割当による新株式発行
　平成19年2月16日開催の当社取締役会において、第三者割
当による新株式発行を決議し、平成19年３月５日に払込が
完了しました。その概要は次のとおりです。
新株式の発行要領
①発行新株式数　　　   普通株式 6,000株
②発行価額　　　　　   1 株につき 50,000円
③発行価額の総額　　   300,000千円
④資本組入額　　　　   1 株につき 25,000円
⑤資本組入額の総額　   150,000千円
⑥申込期間　　　　　   平成19年2月24日
⑦払込期日　　　　　   平成19年3月5日
⑧新株券交付日　　　   平成19年3月5日
⑨割当方法　
　第三者割当の方法により発行新株全株を割当ます。
⑩割当先および株式数
　ローリングトラスト投資事業組合 6,000株
⑪新株式の継続所有の取決めに関する事項
　割当先に対して、割当新株式効力発生日(平成19年3
　月5日)から2年以内に譲渡する場合は、当該内容を
　当社へ報告する旨の確約を得ています。

３．会社分割による純粋持株会社移行及び商号変更

平成20年2月26日開催の当社取締役会において、平成20年3
月28日開催予定の定時株主総会において承認されることを条
件として、平成20年４月1日を期日として、下記の通り会社分
割を行い、純粋持株会社へ移行することを決議いたしました。
①会社分割の目的 
　XMLをキーワードとした、企業グループとしての事業領域と、
規模の拡大を実現するために、純粋持株会社への移行を図る
ことといたしました。本会社分割により、XML事業への特化推
進と、グループとしての規模の拡大と、収益の増加による企業
価値向上という経営課題を並行して追求します。 
②会社分割の要旨
1) 分割の日程 
　分割計画書承認取締役会平成20年2月26日 
　分割計画書承認株主総会　平成20年3月28日（予定） 
　会社分割日・分割登記日成20年4月 1日（予定） 
2)分割方式 
　当社を分割会社とし、設立会社が当社の事業を継承する分社
型新設分割（物的分割）を予定し、持株体制への迅速かつ効
率的な移行のため、分社型新設分割方式を採用いたしました。
 

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)
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3)株式割当 
　会社分割に伴い新設会社が発行する株式は全て分割会社で
ある当社に割り当てられます。 
4)分割により減少する資本の額等、株式の消去方法、分割交付
金 
 いずれも該当事項はありません。 
5)当社の新株予約権に関する取扱いについて 
 当社の新株予約権の新株予約権者に対して、当該新株予約権
に代わるものとして、新設会社（承継会社）の新株予約権は
交付いたしません。 
6)会計処理の概要 
 当社（分割会社）において、新設会社（承継会社）に承継さ
せる資産と負債の差額を子会社株式に計上いたします。新設
会社（承継会社）においては承継した資産と負債の差額を純
資産の部に計上いたします。 
　なお、新設会社（承継会社）は当社（分割会社）の100％子
会社であり共通支配下の取引となるため、のれんは発生しま
せん。また、承継される資産および負債は、新設会社（承継会
社）においても、当社（分割会社）における当該資産および
負債の適正な帳簿価額で計上されます。 
7)新設会社（承継会社）が承継する権利義務 
 平成19年12月31日現在の貸借対照表を基礎とし、これに分割
期日に至るまでの増減を加味した分割事業部門に属する資
産、負債及びこれらに付随する権利義務ならびに契約上の地
位と致します。 
8)債務履行の見込み 
 当社の直近の貸借対照表を基礎に、当該分割後の当社及び承
継会社の資産、負債の額及び収益状況について検討した結果、
当該分割後の当社及び承継会社の負担すべき債務の履行の確
実性には問題がないものと判断しております。なお、本件分割
により新設会社に移転し新設会社が負担する債務について
は、分割計画書に基づき当社が重畳的債務引受を行うことと
します。 
9)新設会社に新たに就任する役員（予定） 
取締役　 藤田幹夫、松田純弘、新井嘉夫 
監査役　 柏原正紀
③分割当事会社の内容

項 目 分割会社 新設会社

商号

株式会社データプレ
イス（(株)DPGホール
ディングスに商号変
更予定）

株式会社データプレ
イス

主な事業内容

XMLを活用した情報提
供、EC流通支援、決済
支援サービス事業

XMLを活用した情報提
供サービス事業、情報
管理事業

設立年月日 平成10年6月 平成20 年4月予定

本店所在地
東京都品川区西五反
田2-30-4

東京都港区浜松町
2-1-17

代表者
代表取締役社長
　藤田幹夫

代表取締役社長
　藤田幹夫

資本金 798 百万円 10 百万円

発行済株式
数

61,553 株 2,000 株

純資産 457百万円 410 百万円

総資産 1,056百万円 989 百万円

決算期 毎年12月31日　　　毎年12月31日

従業員数 10 名（予定） 23名（予定）

主要取引先金融機関など 東京商工リサーチ

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)
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項 目 分割会社 新設会社

大株主及び
株主比率

(有)グローバルキャピタル　

             18.6% 

藤田幹夫     　  11.9% 

(株)アドバック    8.1% 

インベスター・グロース・

キャピタル・ホールディン

グス・ビー・ヴィー

              　7.5% 

松井証券(株)（一般信用

口）            　6.6% 

朝田篤    　 　 　4.5% 

三菱商事株式会社  3.2% 

(株)DPGホールディン
グス 100％

主要取引銀
行

未定
商工組合中央金庫、三菱東

京UFJ銀行、横浜銀行

当事会社の
関係

・資本関係：新設会社は分割会社の100％出
資会社です。 
・人的関係：分割会社の取締役および監査
役が兼務することを予定しております。新設
会社の従業員はすべて分割会社からの転籍
となります。 
・取引関係：各子会社から分割会社への配
当、経営指導料等の収入を予定しておりま
す。

④分割する事業の内容
1)当社の営業の全部。ただし、分割計画書に別段の定めのある
ものを除く。 
2)分割する事業の平成19年12月期における経営成績（単体
ベース）　　　　　　     　　　(単位：百万円)

分割事業(A)
平成19年12月期

実績(B)
比率(A/B)

売上高 462 462 100％

営業利益 △211 △281 ─

経常利益 △216 △286 ─

⑤承継させる資産、負債の項目および金額　　
　(平成19年12月31日現在)　      　(単位：百万円)

資　　産 負　債

項　目 帳簿価額 項　目 帳簿価額

流動資産 189流動負債 462

固定資産 800固定負債 117

合　計 989 合　計 579

⑥分割後の当社の状況
1)商号 　　　株式会社DPGホールディングス 
2)事業内容 　グループの株式を保有することによる当該企業
の事業活動の管理 
3)本店所在地 東京都品川区西五反田二丁目30番４号 
4)代表者 藤田幹夫 
5)資本金 798 百万円 
6)総資産 477 百万円 
7)決算期 12月 31日 
４．株式交換契約の締結
平成20年２月26日開催の取締役会において、株式会社フォ
ト・ウェーブ（本社：東京都品川区西五反田二丁目30番４
号、代表取締役社長：朝田篤、以下「フォト・ウェーブ」）を
株式交換により完全子会社化とすることを決議し、株式交換
契約を締結いたしました。
①株式交換による完全子会社化の目的 
  データプレイスは、ＸＭＬを中心とした事業に集中すると
共に、収益確保のグループ戦略を進めています。フォト・
ウェーブでは、デジタルコンテンツの企画・制作を行ってお
ります。電子商取引の拡大により、フォト・ウェー

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)
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ブが提供するサイト構築と決済サービスは順調に増加してい
ます。データプレイスはフォト・ウェーブを子会社化するこ
とで収益基盤を確立すると共に、ＸＭＬ技術の適用により新
たなサービスを提供することが可能になると考えています。 
②株式交換の要旨 
1) 株式交換の日程 
・平成20年２月26日 株式交換契約書承認取締役会（両社）
・同日 株式交換契約書の締結（両社）
・平成20年３月13日（予定） 株式交換契約書承認株主総会
（フォト・ウェーブ）
・平成20年３月21日（予定） 株式交換期日 
（注）データプレイスについては、会社法第796条第3項の規
定に基づき、株主総会の承認を必要としない「簡易株式交
換」の手続きにより行います。 
2）株式交換比率
・データプレイスを１としフォト・ウェーブを５とします。
3）株式交換交付金
・株式交換交付金の支払は行いません。
③株式会社フォト・ウェーブの概要

商　号 株式会社フォト・ウェーブ(完全子会社)

事業内容
コンピューターネットワークシステム、
データベースソフトウェアの設計・販売

設立年月日 平成10年４月21日

本店所在地 東京都品川区西五反田二丁目30番４号

代表者 代表取締役社長　朝田　篤

資本金 17,000千円

発行済株式総
数

270株

株主資本 22,360千円

総資産 152,648千円

決算期 ３月31日

従業員数 22名

主要取引先
(株)エムグロース、(株)エアネット、(株)ト
ライバルメディアハウス、(株)松竹

大株主及び議
決権比率(平
成19年12月31
日現在)

朝田　篤　　　　　　　　　　　51.9％

有限会社SBUコンサルティング　 33.3％

有限会社ティーケーパートナーズ14.8％

最近３年間の業績(千円)

決算期 17年３月期 18年３月期 19年３月期

売上高 75,318150,972261,860

営業利益 △1,106 1,378 6,206

経常利益 1,949 2,540 5,982

当期純利益 1,214 1,615 3,426

総資産 39,67770,210152,648

④株式交換後の状況
1)商号、事業内容、本店所在地、代表者
 「③株式会社フォト・ウェーブの概要」に記載の内容から
変更はありません。
2）資本金 
株式交換によりデータプレイスの資本金は増加いたしませ
ん。

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)
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⑤株式交換後の大株主の構成

順位 株主名
所有株式数
(株)

所有割合
(％)

１ 有限会社グローバルキャピタル 11,50618.2

２ 藤田  幹夫 7,338 11.6

３ 株式会社アドバックス 5,000 7.9

４
インベスター・グロース・キャ
ピタル・ホールディング・
ビー.ヴィー.

4,621 7.3

５ 朝田　篤 3,478 5.5

６ 松井証券株式会社(一般信用口) 2,242 3.5

７ 三菱商事株式会社 2,000 3.1

７
グレートビガーホールディング
スリミテッド

2,000 3.1

７ ライゼンムーンリミテッド 2,000 3.1

　(注)1. 大株主につきましては、平成19年12月31日
　　　　（期末日）現在の株主名簿を基準に作成して
　　　　おります。
 　　2. 募集後の持株比率は、平成19年12月31日（期
　　　　末日）現在の株主名簿に、平成20年２月１日
　　　　付の第三者割当増資および、今回の第三者割
　　　　当による新株式発行による増加分を反映した
　　　　ものです。　
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄
発行年月

日

前期末残高

（千円）

当期末残高

（千円）

利率

（％）
担保 償還期限

株式会社データプレイス 第２回無担保社債
平成17年
12月30日

136,000
72,000

(72,000)
0.21 ―

平成20年
12月30日

合計 ― ― 136,000
72,000　

(72,000)
― ― ―

（注）１　当期末残高欄の(内書)の金額は、１年以内償還予定の金額です。

（注）２　連結決算日後5年内における1年ごとの償還予定額の総額

１年以内

（千円）

１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

72,000 ─ ─ ─ ─

　 【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 110,535 113,320 3.24 －

１年以内に返済予定の長期借入金 169,958 190,528 2.21 －

長期借入金（１年以内に返済予定のも
のを除く。）

245,970 127,463 2.45平成21年～平成24年

計 526,463 431,311 ─

　（注）１　平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。
２　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ
ります。

１年超２年以内（千
円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 94,008 25,214 5,275 2,966
　 (2)【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

前事業年度
（平成18年12月31日）

当事業年度
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 155,083 18,819

　２　売掛金 ※１ 112,280 165,025

　３　商品 ─ 3,000

　４　仕掛品 114,727 56,128

　５　短期貸付金 ※１ 55,000 14,000

　６　前払費用 3,902 2,784

  ７　前払金 72,599 30,702

　８　未収消費税等 20,079 19,977

　９　未収入金 ※１ 35,250 436

　10　その他 ※１ 6,958 7,225

　　流動資産合計 575,88130.1 318,09830.1

Ⅱ　固定資産

　(1）有形固定資産

　　１　建物 4,430 3,300

　　　　減価償却累計額 592 3,837 915 2,384

　　２　工具・器具及び備品 15,828 24,414

　　　　減価償却累計額 6,820 9,007 12,321 12,093

　　３　機械装置 ─ 9,000

　　　　減価償却累計額 ─ ─ 1,875 7,125

　　有形固定資産計 12,8450.7 21,6022.0

　(2）無形固定資産

　　１　ソフトウェア 254,618 240,750

　　２　ソフトウェア仮勘定 140,907 89,500

　　３　その他 640 640

　　　無形固定資産合計 396,16620.7 330,89031.3

　(3）投資その他の資産

　　１　投資有価証券 50,300 24,471

　　２　関係会社株式 641,968 196,350

　　３　出資金 74,305 1,000

　　４　長期前払費用 133,844 100,536

　　５　敷金・保証金 11,991 11,991

　　６　長期貸付金 ※１ 16,500 8,500

　　７　長期未収入金 ─ 138,550

　　８　破産更生債権等 ─ 33,400

　　　　貸倒引当金 ─ △128,395

　　　投資その他の資産合計 928,90948.5 386,40436.6

　　固定資産合計 1,337,92169.9 738,89669.9

　　資産合計 1,913,802100 1,056,997100
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　 前事業年度
（平成18年12月31日）

当事業年度
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 ※１ 13,082 54,936

　２　短期借入金 ※１ 150,000 108,320
　３　1年以内返済予定の
　　　長期借入金

153,889 185,116

　４　1年以内償還予定の社債 64,000 72,000

　５　未払金 7,099 6,073

　６　未払法人税等 2,616 3,236

　７　未払費用 407 629

　８　前受金 ※１ 982 1,765

　９　預り金 2,489 2,308

　　流動負債合計 394,56720.6 434,38541.1

Ⅱ　固定負債

　１　社債 72,000 ─

　２　長期借入金 186,234 108,398

　３　リース資産減損 ─ 56,872

　　固定負債合計 258,23413.5 165,27015.6

　　負債合計 652,80134.1 599,65656.7

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 568,48029.7 768,48072.7

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 966,216 1,166,213

　　　　資本剰余金合計 966,21650.5 1,166,213110.3

　３　利益剰余金

　　(1) その他利益剰余金

　　    繰越利益剰余金 △273,695 △1,477,352

　　　　利益剰余金合計 △273,695△14.3 △1,477,352△139.7

　　株主資本合計 1,261,00065.9 457,34143.3

　　純資産合計 1,261,00065.9 457,34143.3

　　負債純資産合計 1,913,802100.0 1,056,997100.0
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②【損益計算書】
前事業年度

（自　平成18年１月１日
　　至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
　　至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高

　１　商品売上高 21,567 18,536

　２　製品売上高 565,703 249,859

　３　サービス売上高 150,660737,930100.0194,444462,839100.0

Ⅱ　売上原価

　１　期首商品たな卸高 14,375 ─

　２　当期商品仕入高 449 3,000

　　　　　　合計 14,824 3,000

　３　期末商品たな卸高 ─ 3,000

　４　当期製品製造原価 509,873524,69871.1 485,553485,553104.9

　　売上総利益又は売上総損失(△) 213,23228.9 △22,713△4.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※２
※３

221,05829.9 258,69155.9

　　営業損失 7,825△1.0 281,405△60.7

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 ※１ 4,736 9,414

　２　受取配当金 ※１ 2,504 1,581

　３　受取手数料 3,780 ─

　４　業務受託益 ※１ ─ 9,547

　５　その他 90 11,1111.5 282 20,825 4.5

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 9,318 11,215

　２　株式交付費 378 2,284

　３　社債利息 1,068 946

　４　事業投資損失 9,744 9,671

　５　その他 554 21,0642.9 1,782 25,900 5.6

　　経常損失 17,779△2.4 286,479△61.9

Ⅵ　特別損失

 　１　固定資産除却損 ※４ 280,258 127,883

 　２　原状回復費 2,000 ─

 　３　減損損失 ※５ ─ 111,821

　 ４　投資有価証券評価損 ─ 84,828

 　５　子会社株式評価損 ─ 143,668

 　６　関係会社清算損 ─ 52,150

 　７　関係会社株式売却損 ─ 54,500

　 ８　貸倒引当金繰入額 ─ 126,950

　 ９　たな卸資産評価損 ─ 116,482

 　10　その他特別損失 ─ 282,25838.2 97,904916,188△197.9

　　税引前当期純損失 300,038△40.6 1,202,668△259.8

　　法人税、住民税及び事業税 7,400 988

　　法人税等調整額 6,13013,5301.8 ─ 988 0.2

　　当期純損失 313,568△42.4 1,203,656△260.0
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製造原価明細書

前事業年度 
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)）

当事業年度 
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 11,632 1.5 34,928 5.5

Ⅱ　労務費 36,575 4.7 36,170 5.7

Ⅲ　経費 ※２ 736,07593.8 561,83788.8

　　当期製造総費用 784,283100.0 632,937100.0

　　期首仕掛品棚卸高 8,269 114,727

　　　　　合計 792,553 747,665

　　期末仕掛品棚卸高 114,727 56,128

　　他勘定振替 ※３ 167,951 205,982

　　当期製品製造原価 509,873 485,553

　

（製造原価明細書関係注記）

前事業年度 当事業年度 

１　原価計算の方法

　　　原価計算の方法は、実際個別原価計算によっております。

１　原価計算の方法

　　　　　　　　　　同左

※２　経費の主な内訳は次のとおりであります。

業務委託費 394,755千円

減価償却費 126,492千円

ライセンス料 90,221千円

外注費 63,002千円

※２　経費の主な内訳は次のとおりであります。

業務委託費 252,259千円

減価償却費 89,698千円

ライセンス料 103,100千円

※３　他勘定振替高の主な内訳は次のとおりでありま

      す。

　　　ソフトウェア仮勘定　　　159,661千円

※３　他勘定振替高の主な内訳は次のとおりでありま

      す。

　　　ソフトウェア仮勘定　　　　89,500千円

　　　たな卸資産評価損　　　　 116,482千円
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)
　 株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰余金

平成17年12月31日残高(千円) 410,500497,368 497,368 39,872 39,872947,741947,741

事業年度中の変動額

　新株の発行 157,980157,980 157,980 315,960315,960

  株式交換による増加 310,868 310,868 310,868310,868

　当期純損失 △313,568△313,568△313,568△313,568

事業年度中の変動額合計(千円) 157,980468,848 468,848 △313,568△313,568313,259313,259

平成18年12月31日残高(千円) 568,480966,216 966,216 △273,695△273,6951,261,0001,261,000

　　 当事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)
　 株主資本

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰余金

平成18年12月31日残高(千円) 568,480966,216966,216△273,695△273,6951,261,0001,261,000

事業年度中の変動額

　新株の発行 200,000199,997199,997 399,997399,997

　当期純損失 △1,203,656△1,203,656△1,203,656△1,203,656

事業年度中の変動額合計(千円) 200,000199,997199,997△1,203,656△1,203,656△803,659△803,659

平成19年12月31日残高(千円) 768,4801,166,2131,166,213△1,477,352△1,477,352457,341457,341

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況
　 前事業年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　　　　　　　　　　────── 当社は、前事業年度に7百万円、当事業年度に281百万円の大
幅な営業損失を計上し２期連続でマイナスになっておりま
す。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が
存在しております。
　また、916百万円の特別損失を計上した結果、当期純損失が
1,203百万円となっております。当該状況により継続企業の
前提に関する重要な疑義が存在しております。
　当社は、このような状況を解消すべく、当事業年度において
子会社の整理を迅速に実行し、不採算事業から撤退すると共
に、経費削減による経営基盤の強化を図りました。財務面で
は（重要な後発事象）に記載のとおり、第三者割当増資によ
る財務基盤の安定化を図りました。今後の経営方針として、
収益力の強化により企業価値の向上を図ります。具体的に
は、ＸＭＬ事業への集中と、収益性を重視した企業グループ
再編であります。これら施策の結果、継続企業の前提に関す
る重要な疑義を解消できるものと判断しております。なお、
財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよう
な重大な疑義の影響を反映いたしておりません。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　有価証券の評価基準及び
評価方法 

 

その他有価証券  
 時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用して
　おります。

その他有価証券  
 時価のないもの　

同左

子会社株式
　移動平均法による原価法を採用して
  おります。

子会社株式
同左

２　たな卸資産の評価基準及び評価方
法

(1) 商品

個別法による原価法

(1) 商品

　　　　　　同左

(2) 仕掛品

個別法による原価法

(2) 仕掛品
同左

３　固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産

定率法

　取得価額10万円以上20万円未満の少額減
価償却資産については、３年間の均等償却
によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりでありま
す。
　建物　　　　　　　　10～15年
　工具、器具及び備品　３～10年

(1) 有形固定資産

同左

(2)無形固定資産

自社利用のソフトウェア
　社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法によっております。
市場販売目的のソフトウェア
　見込販売数量に基づく償却額と、３年を限
度とする残存有効期間に基づく均等配分額
とを比較し、いずれか大きい額を償却する
方法によっております。

(2) 無形固定資産

　　　　　　同左

(3)長期前払費用

　均等償却によっております。
　なお、償却期間については法人税法に規定
する方法と同一の基準によっております。

(3) 長期前払費用

同左

４　繰延資産の処理方法 (1）株式交付費
　支出時に全額費用として処理しておりま
す。

(1）株式交付費
　　　　　　　　同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

５　引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。
　尚、当社には貸倒実績はなく、又貸倒懸念
債権もないことから、当事業年度におきま
して貸倒引当金は計上しておりません。

貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっておりま
す。

同左

７　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満たし
ておりますので、特例処理を採用しており
ます。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　(ヘッジ手段）
　金利スワップ
 （ヘッジ対象)
  借入金の利息

(3) ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的
で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ
対象の識別は個別契約ごとに行っておりま
す。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満たし
ており、決算日における有効性の評価を省
略しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

　

(3) ヘッジ方針

同左

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

 

８　その他財務諸表作成のための基本
となる重要な事項

（1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

（2）出資金の会計処理

  任意組合への出資金については、貸借対
照表及び損益計算書双方について持分相当
額を純額で取り込む方法によって計上して
おります。

（1）消費税等の会計処理

同左

（2）出資金の会計処理

同左
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会計処理の変更

前事業年度
(自　平成18年1月1日

   至　平成18年12月31日）

当事業年度
(自　平成19年1月1日

   至　平成19年12月31日）

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等
当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企
業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平
成17年12月9日 企業会計基準適用指針第８号)を適用して
おります。
　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における
貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等
規則により作成しております。

　固定資産の減損に関する会計基準等
当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」
(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見
書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び「固定資産の
減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平
成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号)を適用して
おります。
なお、これによる損益に与える影響はありません。

　繰延資産に関する会計基準
当事業年度より「繰延資産の会計処理に関する当面の取
扱い」（企業会計基準委員会　平成18年8月11日　実務対応
報告第19号）を適用しております。
　前事業年度において営業外費用の内訳として表示してい
た「新株発行費」は、当事業年度より「株式交付費」とし
て表示する方法に変更しております。

　企業結合に係る会計基準等
当事業年度から「企業結合に係る会計基準」(企業会計
審議会平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する会計
基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業会計
基準第7号）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会
計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　平成17
年12月27日　企業会計基準適用指針第10号）を適用してお
ります。

　ストック・オプション等に関する会計基準等
当事業年度から「ストック・オプション等に関する会計
基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業会計
基準第８号）及び「ストック・オプション等に関する会計
基準の適用指針（企業会計基準委員会　平成18年５月31日　
企業会計基準第11号」）を適用しております。
　これによる損益に与える影響はありません。

　　　　　　　　　──────

有形固定資産の減価償却の方法
法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律　平
成19年３月30日　法律第６号）及び（法人税施行令の一部
を改正する政令　平成19年３月30日　政令第83号））に伴
い、平成19年４月１日以降に取得の有形固定資産について
は、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。
 これによる損益に与える影響は軽微であります。

　 表示方法の変更

前事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

（貸借対照表） 　（損益計算書）　　　　　　

　前事業年度まで流動資産「その他」に含めて表示してお
りました「未収入金」については、当事業年度に
おいて総資産の100分の1を超えることとなったため、
当事業年度より区分掲記しております。なお、前事業年度の
「未収入金」は3,741千円であります。

　前事業年度において、営業外収入の内訳として表示してお
りました「受取手数料」は、当事業年度からより実態に合
わせて表示するため、「業務受託益」として表示する方法
に変更しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成18年12月31日）

当事業年度
（平成19年12月31日）

※１　関係会社項目

　　　　関係会社に対する資産

売掛金(流動資産） 1,747千円

短期貸付金（流動資産) 10,000千円

一年内返済長期貸付金 6,000千円

未収入金 670千円

長期貸付金（投資その他の資産)16,500千円

買掛金(流動負債） 1,689千円

短期借入金（流動負債） 50,000千円

※１　関係会社項目

　　　　関係会社に対する資産及び負債

短期貸付金（流動資産) 5,000千円

前受金(流動負債） 735千円

２　保証債務

　 子会社の借入債務に対し、債務保証を行っている。
    株式会社マイトベーシックサービス 14,314 千円

２　保証債務

 借入債務に対し、債務保証を行っている。 
 株式会社マイトベーシックサービス 10,786 千円

　 (損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　関係会社との取引により発生した主なものは次のとおり
であります。　　　　　　　　

業務受託益 3,300千円

受取配当金 2,500千円

　

※１　関係会社との取引により発生した主なものは次のとおり
であります。

業務受託益 7,431千円

受取配当金 1,581千円

※２　一般管理費に含まれる研究開発費　18,400千円 ※２　一般管理費に含まれる研究開発費　　　─ 
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※３　販売費に属する費用のおおよその割合は4.6％、一般管理
費に属する費用のおおよその割合は95.4％であります。

　　　　主要な費目及び金額は次のとおりです。

役員報酬 18,860千円

給与 39,592千円

業務委託費 23,109千円

地代家賃 18,417千円

支払報酬 20,415千円

減価償却費 3,749千円

研究開発費 18,400千円

リース料 19,142千円

上場維持費 16,213千円

※４　固定資産除却損
固定資産除却損の内容は次の通りであります。
工具・器具・備品　　　　　　　　931千円
ソフトウェア　　　　　　　　279,327千円

※３　販売費に属する費用のおおよその割合は4.3％、一般管理
費に属する費用のおおよその割合は　　95.7％であります。

　　　　主要な費目及び金額は次のとおりです。

役員報酬 23,960千円

給与 48,246千円

業務委託費 33,640千円

地代家賃 10,135千円

支払報酬 28,582千円

減価償却費 5,170千円

リース料 36,182千円

ライセンス料 18,200千円

上場維持費 11,248千円

※４　固定資産除却損
固定資産除却損の内容は次の通りであります。
工具・器具・備品　　　　　　　　130千円
ソフトウェア　　　　　　　　127,752千円

※５　減損損失

場所 用途 種類 金額(千円）

東京都港区
ビジネスオペレー

ションシステム
リース資産 56,872

東京都港区 パーテーション 有形固定資産 900

東京都港区 開発ツール ソフトウェア 16,345

東京都港区
システム利用権ライ

センス
長期前払費用 37,703

　　　　　　　　合　　計 111,821

当社は、事業別に資産をグルーピングしております。子会社
を含めたユーザマニュアル作成・管理の効率化を狙いとし
て導入した、リース資産については、エムタックが中心と
なって活用することを想定していました。エムタックを含
めて7社が当社の連結からはずれたため、このリース資産に
関しては、当面予定していた使途に使用しなくなったため、
正味売却価額まで減損しております。当社における受託開
発事業については、営業活動から生じる利益及びキャッ
シュフローが連続して赤字となる見込みのため、有形固定
資産、ソフトウェア、長期前払費用を正味売却価額まで減損
しております。 
　なお、正味売却価額は、売却が困難であるため、零としてお
ります。
　

　 (株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)
１　自己株式に関する事項
株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) ― ― ― ―
　

(注）第８期定時株主総会において、自己株式取得の件につき、同株主総会終結の時から次期定時株主総会終結
の時までに当社普通株式を株式総数300株、総額30,000,000円を限度として買い受けることを決議いたしました
が、第９期において純損失を計上したため実施しておりません。

　
　

当事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)
１　自己株式に関する事項
該当事項はありません。

　 （リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）
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リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引
１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
　　当額及び期末残高相当額　　　　　　　

取得価額相当
額(千円)

減価償却累計
額相当額
(千円)

期末残高相当
額(千円)

車両運搬具 8,347 ─ 8,347

ソフトウェア 233,22031,862201,358

　合　　計 241,56731,862209,805

２　未経過リース料期末残高相当額
１年内　　　　　　　45,856千円
１年超　　　　　　 167,425千円
　合計　　　　　　 213,282千円
 

３　支払リース料、減価償却相当額及び支払利息相当
　　額

支払リース料　　　　35,362千円
減価償却費相当額　　30,612千円
支払利息相当額　  　 8,070千円
 

４　減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっております。

５　利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利
息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によっ
ております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引
１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相 
　　当額、減損損失累計相当額及び期末残高相当額　　

取得価額相当

額(千円)

減価償却累計

額相当額

(千円)

減損損失累計

額相当額

(千円)

期末残高相当

額(千円)

工具・器具及

び備品
33,96210,377 ─ 23,585

ソフトウェア 272,29590,49756,872124,925

合　計 306,258100,87556,872148,510

２　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘
定期末残高

１年内　　　　　　　　　54,094千円
１年超　 　　　　　　　 94,415千円
　合計　　　　　　　　 148,510千円
リース資産減損勘定残高　56,872千円

３　支払リース料、減価償却相当額及び支払利息相当 
　　　額及び減損損失

支払リース料　　　　70,575千円 
減価償却費相当額　　64,844千円 
支払利息相当額　　　 8,187千円
減損損失　　　　　　56,872千円

４　減価償却費相当額の算定方法
　　　　　　　　　　　同左

 
５　利息相当額の算定方法

　　　　　　　　　　　同左

　　　 (有価証券関係)

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありま
せん。

同左
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(税効果会計関係)

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原
　　　　因別の内訳

(繰延税金資産)
未払事業税　　　　　　　　　469千円
貸倒損失否認　　　　　　　　203千円
ソフトウェア償却超過額　117,429千円
繰越欠損金　　 　　　　　18,311千円
繰延税金資産小計　　　　136,413千円
評価性引当額　　　　　△136,413千円
繰延税金資産合計　　　 　　　─千円
繰延税金資産の純額　    　 　─千円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
　　　担率との差異の原因となった主な項目別の内訳　　　　

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率の差異については、税引前当期純損失が計上されている
ため記載しておりません。

　１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原 
　　　　因別の内訳

(繰延税金資産) 
未払事業税　　　　　　　　　930千円 
貸倒損失否認　　　　　　　　203千円
貸倒引当金繰入超過額　 　52,244千円 
ソフトウェア償却超過額 　71,476千円 
減損損失　　 　　　　  　45,500千円 
投資有価証券評価損　   　34,517千円
子会社株式評価損　　     58,459千円
繰越欠損金　　        　363,365千円
繰延税金資産小計　　　　626,694千円 
評価性引当額　　　　　△626,694千円 
繰延税金資産合計　　　 　　　─千円 
繰延税金資産の純額　 　    　─千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
　　　担率との差異の原因となった主な項目別の内訳　　　　

　　　　　　同左

　　
(企業結合等関係)

　　前事業年度（自　平成18年１月1日　至　平成18年12月31日）
　　　(1)連結財務諸表 注記事項企業結合等関係に記載のとおりであります。
　　当事業年度（自　平成19年１月1日　至　平成19年12月31日）
　　　(1)連結財務諸表 注記事項企業結合等関係に記載のとおりであります。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　
１株当たり純資産額 26,854円　94銭

１株当たり当期純損失 8,007円　77銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、
１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。
　

 当社は、平成18年２月１日付で普通株式１株を普通株式２
株に株式分割いたしました。
前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における
１株当たり情報の各数値はそれぞれ以下のとおりでありま
す。

１株当たり純資産額 28,719円　43銭

１株当たり当期純利益 568円　39銭

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益

494円　82銭

（追加情報）
　当事業年度から、改正後の「１株当たり当期純利益に関す
る会計基準」（企業会計基準委員会  最終改正平成18年１
月31日  企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利
益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会  
最終改正平成18年１月31日  企業会計基準適用指針第４
号）を適用しております。
  これによる影響はありません。

　
１株当たり純資産額 7,855円　53銭

１株当たり当期純損失 22,978円  88銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、
１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。
　

　(注)１　１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

損益計算書上の当期純損失（千円） 313,568 1,203,656

普通株式に係る当期純損失（千円） 313,568 1,203,656

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 39,158 52,381

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

旧商法第210条ノ２に基づ
くストックオプション（自
己株式譲渡方式）のための
普通株式4,852株。

旧商法第210条ノ２に基づく
ストックオプション（自己株
式譲渡方式）のための普通株
式4,252株。

　
(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１．子会社の設立
　平成18年11月14日開催の当社取締役会において、株式会社
新華通信ネットジャパンとの共同出資により、中国におい
てアフィリエイト事業を展開する目的で中華人民共和国上
海市に、上海琥鋭信息技術有限公司（上海クロス・エー）
を子会社として設立することを決議いたしました。
①商号　　　　上海琥鋭信息技術有限公司
　　　　　　　（上海クロス・エー情報技術）
②設立年月日　平成19年1月20日
③本店所在地　中華人民共和国、上海市
④代表者名　　董事長 松田純弘
　　　　　   （当社連結子会社クロス・エー取締役）
　　　　　　   総経理 沈林沼
⑤資本金　     2,000 千人民元
　　　　　　（30,000 千円 1 人民元＝15 円で換算）
⑥事業内容　　アフィリエイト事業の運用
　

１．第三者割当による新株式の発行
　平成20年１月17日開催の当社取締役会において、第三者割当
による新株式発行を決議し、平成20年２月１日払込が完了い
たしました。その概要は次のとおりであります。
新株式の発行要領 
①発行新株式数　　　　普通株式3,334株 
②発行価額　　　　　　１株につき18,000円 
③発行価額の総額　　　60,012,000円 
④資本組入額　　　　　１株につき9,000円　
⑤資本組入額の総額　　30,006,000円
⑥申込期間　　　　　　平成20年１月30日
⑦払込期日　　　　　　平成20年２月１日
⑧配当起算日　　　　　平成20年１月１日
⑨新株券交付日　　　　株券不発行
⑩割当方法　　　　　 第三者割当の方法により発行新
　　　　　　　　　　　株の全株を割当てます。 
⑪割当先及び株式数　　朝田　篤　　　　2,778株
　　　　　　　　　　　萩谷　史郎　　　　556株
⑫新株式の継続所有の取決めに関する事項
　割当先に対して、割当新株式効力発生日(平成20年２月１日)
から２年以内に譲渡する場合は、当該内容を当社に報告する
旨の確約を得ています。　　　　　　
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２．ストックオプション(新株予約権)の発行 
　平成19年３月28日開催の株主総会において、会社法第236
条、第238条および第239条の規定に基づき、「ストックオプ
ションとして新株予約権を発行する件」を以下の内容で決
議いたしました。 
①株式の種類及び株式数　普通株式　20,000株 
②新株予約権の発行総数　10,000個 
③新株予約権の発行価格　無償 
④新株予約権の行使価格　発行日の当社普通株式の 
　　　　　　　　　　　　終値に1.025を乗じた金額 
⑤新株予約権の行使期間　平成19年3月28日から７年 
　　　　　　　　　　　 以内の取締役会が定める期間 
⑥新株予約権の行使条件　退職後の行使可、相続可 
⑦新株予約権の取得事由　当社による取得が可能 
⑧新株予約権の譲渡制限　取締役会の承認を要する

２．営業の譲受 
　　平成19年12月28日開催の取締役会において、平成20年１月
４日をもって㈱メディカルネットバンクの医療情報処理サー
ビスを譲受ることを決議いたしました。 
①譲受の理由　ＸＭＬ技術を活用した医療情報の交換　　　　　　　
流通の促進のため。 
②事業内容　　医療情報システムにかかる事業全般　　　　　　　譲
受に伴う金銭の授受はありません。また、債権債務の引継ぎも
ありません。　　　　　　　 
③事業譲受日　平成20年１月4日　

３．第三者割当による新株式発行
　平成19年2月16日開催の当社取締役会において、第三者割
当による新株式発行を決議し、平成19年３月５日に払込が
完了しました。その概要は次のとおりです。
新株式の発行要領
①発行新株式数　　　   普通株式 6,000株
②発行価額　　　　　   1 株につき 50,000円
③発行価額の総額　　   300,000千円
④資本組入額　　　　   1 株につき 25,000円
⑤資本組入額の総額　   150,000千円
⑥申込期間　　　　　   平成19年2月24日
⑦払込期日　　　　　   平成19年3月5日
⑧新株券交付日　　　   平成19年3月5日
⑨割当方法　
　第三者割当の方法により発行新株全株を割当ます。
⑩割当先および株式数
　ローリングトラスト投資事業組合 6,000株
⑪新株式の継続所有の取決めに関する事項
　割当先に対して、割当新株式効力発生日(平成19年3
　月5日)から2年以内に譲渡する場合は、当該内容を
　当社へ報告する旨の確約を得ています。

３．会社分割による純粋持株会社移行及び商号変更

平成20年2月26日開催の当社取締役会において、平成20年3
月28日開催予定の定時株主総会において承認されることを条
件として、平成20年４月1日を期日として、下記の通り会社分
割を行い、純粋持株会社へ移行することを決議いたしました。
①会社分割の目的 
　XMLをキーワードとした、企業グループとしての事業領域と、
規模の拡大を実現するために、純粋持株会社への移行を図る
ことといたしました。本会社分割により、XML事業への特化推
進と、グループとしての規模の拡大と、収益の増加による企業
価値向上という経営課題を並行して追求します。 
②会社分割の要旨
1) 分割の日程 
　分割計画書承認取締役会平成20年2月26日 
　分割計画書承認株主総会　平成20年3月28日（予定） 
　会社分割日・分割登記日成20年4月 1日（予定） 
2)分割方式 
　当社を分割会社とし、設立会社が当社の事業を継承する分社
型新設分割（物的分割）を予定し、持株体制への迅速かつ効
率的な移行のため、分社型新設分割方式を採用いたしました。
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3)株式割当 
　会社分割に伴い新設会社が発行する株式は全て分割会社で
ある当社に割り当てられます。 
4)分割により減少する資本の額等、株式の消去方法、分割交付
金 
 いずれも該当事項はありません。 
5)当社の新株予約権に関する取扱いについて 
 当社の新株予約権の新株予約権者に対して、当該新株予約権
に代わるものとして、新設会社（承継会社）の新株予約権は
交付いたしません。 
6)会計処理の概要 
 当社（分割会社）において、新設会社（承継会社）に承継さ
せる資産と負債の差額を子会社株式に計上いたします。新設
会社（承継会社）においては承継した資産と負債の差額を純
資産の部に計上いたします。 
　なお、新設会社（承継会社）は当社（分割会社）の100％子
会社であり共通支配下の取引となるため、のれんは発生しま
せん。また、承継される資産および負債は、新設会社（承継会
社）においても、当社（分割会社）における当該資産および
負債の適正な帳簿価額で計上されます。 
7)新設会社（承継会社）が承継する権利義務 
 平成19年12月31日現在の貸借対照表を基礎とし、これに分割
期日に至るまでの増減を加味した分割事業部門に属する資
産、負債及びこれらに付随する権利義務ならびに契約上の地
位と致します。 
8)債務履行の見込み 
 当社の直近の貸借対照表を基礎に、当該分割後の当社及び承
継会社の資産、負債の額及び収益状況について検討した結果、
当該分割後の当社及び承継会社の負担すべき債務の履行の確
実性には問題がないものと判断しております。なお、本件分割
により新設会社に移転し新設会社が負担する債務について
は、分割計画書に基づき当社が重畳的債務引受を行うことと
します。 
9)新設会社に新たに就任する役員（予定） 
取締役　 藤田幹夫、松田純弘、新井嘉夫 
監査役　 柏原正紀
③分割当事会社の内容

項 目 分割会社 新設会社

商号

株式会社データプレ
イス（(株)DPGホール
ディングスに商号変
更予定）

株式会社データプレ
イス

主な事業内容

XMLを活用した情報提
供、EC流通支援、決済
支援サービス事業

XMLを活用した情報提
供サービス事業、情報
管理事業

設立年月日 平成10年6月 平成20 年4月予定

本店所在地
東京都品川区西五反
田2-30-4

東京都港区浜松町
2-1-17

代表者
代表取締役社長
　藤田幹夫

代表取締役社長
　藤田幹夫

資本金 798 百万円 10 百万円

発行済株式
数

61,553 株 2,000 株

純資産 457百万円 410 百万円

総資産 1,056百万円 989 百万円

決算期 毎年12月31日　　　毎年12月31日

従業員数 10 名（予定） 23名（予定）

主要取引先金融機関など 東京商工リサーチ
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項 目 分割会社 新設会社

大株主及び
株主比率

(有)グローバルキャピタル　

             18.6% 

藤田幹夫     　  11.9% 

(株)アドバック    8.1% 

インベスター・グロース・

キャピタル・ホールディン

グス・ビー・ヴィー

              　7.5% 

松井証券(株)（一般信用

口）            　6.6% 

朝田篤    　 　 　4.5% 

三菱商事株式会社  3.2% 

(株)DPGホールディン
グス 100％

主要取引銀
行

未定
商工組合中央金庫、三菱東

京UFJ銀行、横浜銀行

当事会社の
関係

・資本関係：新設会社は分割会社の100％出
資会社です。 
・人的関係：分割会社の取締役および監査
役が兼務することを予定しております。新設
会社の従業員はすべて分割会社からの転籍
となります。 
・取引関係：各子会社から分割会社への配
当、経営指導料等の収入を予定しておりま
す。

④分割する事業の内容
1)当社の営業の全部。ただし、分割計画書に別段の定めのある
ものを除く。 
2)分割する事業の平成19年12月期における経営成績（単体
ベース）　　　　　　     　　　(単位：百万円)

分割事業(A)
平成19年12月期

実績(B)
比率(A/B)

売上高 462 462 100％

営業利益 △211 △281 ─

経常利益 △216 △286 ─

⑤承継させる資産、負債の項目および金額　　
　(平成19年12月31日現在)　      　(単位：百万円)

資　　産 負　債

項　目 帳簿価額 項　目 帳簿価額

流動資産 189流動負債 462

固定資産 800固定負債 117

合　計 989 合　計 579

⑥分割後の当社の状況
1)商号 　　　株式会社DPGホールディングス 
2)事業内容 　グループの株式を保有することによる当該企業
の事業活動の管理 
3)本店所在地 東京都品川区西五反田二丁目30番４号 
4)代表者 藤田幹夫 
5)資本金 798 百万円 
6)総資産 477 百万円 
7)決算期 12月 31日 
４．株式交換契約の締結
平成20年２月26日開催の取締役会において、株式会社フォ
ト・ウェーブ（本社：東京都品川区西五反田二丁目30番４
号、代表取締役社長：朝田篤、以下「フォト・ウェーブ」）を
株式交換により完全子会社化とすることを決議し、株式交換
契約を締結いたしました。
①株式交換による完全子会社化の目的 
  データプレイスは、ＸＭＬを中心とした事業に集中すると
共に、収益確保のグループ戦略を進めています。フォト・
ウェーブでは、デジタルコンテンツの企画・制作を行ってお
ります。電子商取引の拡大により、フォト・ウェー

　

前事業年度
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ブが提供するサイト構築と決済サービスは順調に増加してい
ます。データプレイスはフォト・ウェーブを子会社化するこ
とで収益基盤を確立すると共に、ＸＭＬ技術の適用により新
たなサービスを提供することが可能になると考えています。 
②株式交換の要旨 
1) 株式交換の日程 
・平成20年２月26日 株式交換契約書承認取締役会（両社）
・同日 株式交換契約書の締結（両社）
・平成20年３月13日（予定） 株式交換契約書承認株主総会
（フォト・ウェーブ）
・平成20年３月21日（予定） 株式交換期日 
（注）データプレイスについては、会社法第796条第3項の規
定に基づき、株主総会の承認を必要としない「簡易株式交
換」の手続きにより行います。 
2）株式交換比率
・データプレイスを１としフォト・ウェーブを５とします。
3）株式交換交付金
・株式交換交付金の支払は行いません。
③株式会社フォト・ウェーブの概要

商　号 株式会社フォト・ウェーブ(完全子会社)

事業内容
コンピューターネットワークシステム、
データベースソフトウェアの設計・販売

設立年月日 平成10年４月21日

本店所在地 東京都品川区西五反田二丁目30番４号

代表者 代表取締役社長　朝田　篤

資本金 17,000千円

発行済株式総
数

270株

株主資本 22,360千円

総資産 152,648千円

決算期 ３月31日

従業員数 22名

主要取引先
(株)エムグロース、(株)エアネット、(株)ト
ライバルメディアハウス、(株)松竹

大株主及び議
決権比率(平
成19年12月31
日現在)

朝田　篤　　　　　　　　　　　51.9％

有限会社SBUコンサルティング　 33.3％

有限会社ティーケーパートナーズ14.8％

最近３年間の業績(千円)

決算期 17年３月期 18年３月期 19年３月期

売上高 75,318150,972261,860

営業利益 △1,106 1,378 6,206

経常利益 1,949 2,540 5,982

当期純利益 1,214 1,615 3,426

総資産 39,67770,210152,648

④株式交換後の状況
1)商号、事業内容、本店所在地、代表者
 「③株式会社フォト・ウェーブの概要」に記載の内容から
変更はありません。
2）資本金 
株式交換によりデータプレイスの資本金は増加いたしませ
ん。

　

前事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)
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⑤株式交換後の大株主の構成

順位 株主名
所有株式数
(株)

所有割合
(％)

１ 有限会社グローバルキャピタル 11,50618.2

２ 藤田  幹夫 7,338 11.6

３ 株式会社アドバックス 5,000 7.9

４
インベスター・グロース・キャ
ピタル・ホールディング・
ビー.ヴィー.

4,621 7.3

５ 朝田　篤 3,478 5.5

６ 松井証券株式会社(一般信用口) 2,242 3.5

７ 三菱商事株式会社 2,000 3.1

７
グレートビガーホールディング
スリミテッド

2,000 3.1

７ ライゼンムーンリミテッド 2,000 3.1

　(注)1. 大株主につきましては、平成19年12月31日
　　　　（期末日）現在の株主名簿を基準に作成して
　　　　おります。
 　　2. 募集後の持株比率は、平成19年12月31日（期
　　　　末日）現在の株主名簿に、平成20年２月１日
　　　　付の第三者割当増資および、今回の第三者割
　　　　当による新株式発行による増加分を反映した
　　　　ものです。　
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　【株式】

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円）

投資有価証券

その他有価
証券

㈱アインテスラ 160 10,300

ａｎｙ１㈱ 100 10,000

グリーンネットワーク㈱ 180 4,171

小　　計 440 24,471

合　　計 440 24,471
　 【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高（千円）

有形固定資産

建物 4,430 ─ 1,130 3,300 915 552 2,384

(900)

工具・器具及び備品 15,828 9,890 1,304 24,414 12,321 6,674 12,093

機械装置 ─ 9,000 ─ 9,000 1,875 1,875 7,125

有形固定資産計
20,258 18,890 2,434 36,714 15,112 9,101 21,602

(900)

無形固定資産

ソフトウェア 334,966215,997144,097406,866166,115 85,766 240,750

(16,345)

ソフトウェア仮勘定 140,907129,298180,706 89,500 ─ ─ 89,500

その他 640 ─ ─ 640 ─ ─ 640

無形固定資産計
476,514345,296324,804497,006166,115 85,766 330,890

(16,345)

長期前払費用
165,551163,409145,396183,564 83,028 51,321 100,536

(37,703)

　（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

工具・器具及び備品　　　　　広告用端末モニター　　　   　8,707千円
機械装置　　　　　　　　　　バイオディーゼルプラント   　9,000千円
ソフトウェア　　　　　　　　広告用端末プログラム　　  　52,800千円
　　　　　　　　　　　　　　ＸＢＲＬ開示システム　　  　34,725千円

　　 (注) ２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

ソフトウェア　　　　　　　　就職支援システム　　　　  　55,000千円
　　　　　　　　　　　　　　ストリーミング配信システム  50,000千円　　
                            学習塾向ＳＮＳシステム　　　34,000千円
ソフトウェア仮勘定　　　　　主にソフトウェアへの振替によるものです。
なお、当期減少額のうち()内は内書きで減損損失額の計上額であります。

　
【引当金明細表】

区　分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額（目的使用）
（千円）

当期減少額（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 ─ 128,395 ─ ─ 128,395
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

預金

普通預金 18,819

合計 18,819
　 ②　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

any１株式会社 31,500

甲武サービス株式会社 31,500

株式会社コスモハーモニー 26,838

株式会社バイオエナジーズジャパン 26,838

株式会社アインテスラ 23,100

その他 25,249

合計 165,025

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

(A) ＋ (B)
× 100

(A) ＋ (D)

２

(B)

365

112,280 485,980 433,235 165,025 72.4 104

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。
　 ③　仕掛品

品目 金額（千円）

受託開発ソフトウェア 56,128

合計 56,128
　 ④　関係会社株式

相手先 金額（千円）

クロス・エー株式会社 175,200

株式会社エアフォルク 21,150

合計 196,350

⑤　長期未収入金

相手先 金額（千円）

株式会社アスト 45,000

株式会社フロンティア・センター 27,825

株式会社パームネット 25,725

株式会社和洋中合衆国 40,000

合計 138,550

⑥　買掛金

相手先 金額（千円）

株式会社アインテスラ 27,300

株式会社バイオエナジーズジャパン 12,000

株式会社東京商工リサーチ 4,093

株式会社ユニバーサルシステムズ 3,834

株式会社マイト・ベーシックサービス 2,494

その他 5,213

合計 54,936
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⑦　短期借入金
　 相手先 金額（千円）

株式会社横浜銀行 95,000

株式会社スルガ銀行 13,320

合計 108,320
　 ⑧　1年以内返済予定の長期借入金

相手先 金額（千円）

商工組合中央金庫 103,800

株式会社三井住友銀行 15,996

株式会社りそな銀行 33,320

株式会社みずほ銀行 32,000

合計 185,116

⑨　1年以内返済予定の社債

区分 金額（千円）

第２回無担保社債 72,000

合計 72,000
　　 ⑩　長期借入金

相手先 金額（千円）

商工組合中央金庫 50,350

株式会社三井住友銀行 21,348

株式会社りそな銀行 16,700

株式会社みずほ銀行 20,000

合計 108,398
　　 (3)【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内

基準日 12月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日 ６月30日、12月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

公告掲載方法
電子公告（ホームページアドレス：http://www.dataplace.co.jp/）。やむを得な
い事由によって電子公告による公告ができない場合は、日本経済新聞に掲載する
方法。

株主に対する特典 該当事項はありません。
　

EDINET提出書類

株式会社　データプレイス(E05531)

有価証券報告書

82/88



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社に親会社等はありません。
　２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類
事業年度（第９期）(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)
　平成19年３月29日関東財務局長に提出

　(2) 有価証券報告書の訂正報告書
事業年度（第８期）（自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書。
平成19年３月23日関東財務局長に提出
事業年度（第８期）（自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書の訂正報告
書。
平成19年３月26日関東財務局長に提出

　(3) 半期報告書
（第10期中）（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）
　平成19年９月27日関東財務局長に提出

　(4) 有価証券届出書及びその添付書類
第三者割当による新株式の発行　平成19年２月16日関東財務局長に提出
第三者割当による新株式の発行　平成20年１月17日関東財務局長に提出

　(4) 有価証券届出書の訂正届出書
平成20年１月17日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書。　平成20年１月22日関東財務局長に提出

(5) 臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づくもの
平成19年１月25日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づくもの
平成19年３月５日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づくもの
平成19年７月30日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号(吸収分割)の規定に基づくもの
平成20年２月26日関東財務局長に提出

　(6) 自己株券買付状況報告書
報告期間(自　平成18年12月１日　至　平成18年12月31日)平成19年１月11日関東財務局長に提出
報告期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年１月31日)平成19年２月１日関東財務局長に提出
報告期間(自　平成19年２月１日　至　平成19年２月28日)平成19年３月７日関東財務局長に提出
報告期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年３月28日)平成19年４月６日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
　

EDINET提出書類

株式会社　データプレイス(E05531)

有価証券報告書

84/88



独立監査人の監査報告書

平成１９年３月２９日

株式会社　デ ー タ プ レ イ ス

取　締　役　会　御　中

　

東　陽　監　査　法　人

　

指定社員
公認会計士 髙木　忠儀　　　　　　㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士 井上　司　　　　　　　㊞

業務執行社員

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

データプレイスの平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社データプレイス及び連結子会社の平成１８年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．「重要な後発事象」２に記載されているとおり、会社は、平成19年３月28日開催の定時株主総会で、ストックオプショ

ンとして新株予約権を発行する旨の決議を行っている。

２．「重要な後発事象」３に記載されているとおり、会社は、平成19年２月16日開催の取締役会の決議に基づき、平成19年

３月５日付で第三者割当増資を行っている。

　
　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

(※)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

平成20年３月28日

株 式 会 社 データプレイス

　取 締 役 会　御 中

　

ア　ス　カ　監　査　法　人

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　田　　中　　大　　丸　㊞

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　法　　木　　右　　近　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社データプレイスの平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社データプレイスの平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
追記情報

１．　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況に記載のとおり、会社は多額の営業損失及び当期純損失

を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に

記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務

諸表には反映していない。

２．　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成20年１月17日開催の取締役会において第三者割当による新株式発行

を決議し、平成20年２月１日に払込が完了した。

３．　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成19年12月28日開催の取締役会において株式会社メディカルネットバ

ンクの医療情報処理サービスを譲受けることを決議し、平成20年１月４日に譲受けた。

４.　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成20年２月26日開催の取締役会において平成20年３月28日開催予定の

定時株主総会で承認されることを条件として平成20年４月１日を期日に会社分割を行い純粋持株会社へ移行する

ことを決議した。

５．　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成20年２月26日開催の取締役会において株式会社フォト・ウェーブを

株式交換により完全子会社化とすることを決議し、株式交換契約を締結した。

　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

(※)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

平成１９年３月２９日

株式会社　デ ー タ プ レ イ ス

取　締　役　会　御　中

　

東　陽　監　査　法　人

　

指定社員
公認会計士 髙木　忠儀　　　　　　㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士 井上　司　　　　　　　㊞

業務執行社員

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

データプレイスの平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

データプレイスの平成１８年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．「重要な後発事象」２に記載されているとおり、会社は、平成19年３月28日開催の定時株主総会で、ストックオプショ

ンとして新株予約権を発行する旨の決議を行っている。

２．「重要な後発事象」３に記載されているとおり、会社は、平成19年２月16日開催の取締役会の決議において、平成19年

３月５日付で第三者割当増資を行っている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

データプレイスの平成１８年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

(※)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

平成20年３月28日

株 式 会 社 データプレイス

　取 締 役 会　御 中

　

ア　ス　カ　監　査　法　人

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　田　　中　　大　　丸　㊞

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　法　　木　　右　　近　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社データプレイスの平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

データプレイスの平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

　
追記情報

１．　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況に記載のとおり、会社は多額の営業損失及び当期純損失

を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に

記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には

反映していない。

２．　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成20年１月17日開催の取締役会において第三者割当による新株式発行

を決議し、平成20年２月１日に払込が完了した。

３．　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成19年12月28日開催の取締役会において株式会社メディカルネットバ

ンクの医療情報処理サービスを譲受けることを決議し、平成20年１月４日に譲受けた。

４.　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成20年２月26日開催の取締役会において平成20年３月28日開催予定の

定時株主総会で承認されることを条件として平成20年４月１日を期日に会社分割を行い純粋持株会社へ移行する

ことを決議した。

５．　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成20年２月26日開催の取締役会において株式会社フォト・ウェーブを

株式交換により完全子会社化とすることを決議し、株式交換契約を締結した。

　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

(※)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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